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41. バリアフリー教室の参加人数の推移 

 42. 字幕放送等の実績 
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第1部 総論 

Ⅰ 条約締結に至る経緯と現状 

1.我が国は、2014年1月20日、「障害者の権利に関する条約」（以下「障害者権利条

約」という。）の批准書を国際連合事務総長に寄託し、本条約は、第45条の規定

により、同年2月19日に我が国について効力を生じた。この第１回日本政府報告

は、本条約が我が国について効力を生じてから2016年2月までの期間を対象とし

ている。また、本報告には、我が国において本条約第33条にいう監視するため

の枠組みを担う「障害者政策委員会（以下「政策委員会」という。）」のコメン

トを反映させるとともに、付属文書として、本報告の提出を視野に入れて政策

委員会が行った我が国障害者施策の根幹をなす第3次障害者基本計画の実施状

況の監視の結果を取りまとめた文書を添付している。本報告作成にあたっては、

政策委員会以外の関係者からの意見も広く求めるべく、案文に対する意見公募

も実施した。 

2.我が国は、障害者権利条約が国連総会で採択された翌年 2007 年 9 月 28 日に、

同条約に署名した。一方、条約の批准については、国内の障害当事者等から、

条約の批准に先立ち国内法の整備を始めとする障害者に関する制度改革を進め

るべきとの意見が寄せられた。日本政府は、これらの意見も踏まえ、2009 年 12

月に内閣総理大臣を本部長、全閣僚をメンバーとする「障がい者制度改革推進

本部」を設置し、集中的に障害者に関する制度改革を進めていくこととした。

これを受けて、障害者基本法の改正（2011 年 8 月）、障害者自立支援法の改正

（2012 年 6 月）（「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律」（以下「障害者総合支援法」という。）に改められた。）、「障害を理由とする

差別の解消の推進に関する法律」（以下「障害者差別解消法」という。）の成立

及び「障害者の雇用の促進等に関する法律」（以下「障害者雇用促進法」という。）
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の改正（2013 年 6 月）等、様々な制度改革が行われた。このように、条約の締

結に先立って国内の障害者制度を充実させたことについては、国内外から評価

する声が聞かれている。 

3.他方、日本政府としては、条約の実施については不断の努力が必要であるとの認識

であり、障害当事者・関係者の方からの意見を求めながら、今後政策を実施してい

きたい。課題としては、データ・統計の充実が挙げられ、特に性・年齢・障害種別等

のカテゴリーによって分類された、条約上の各権利の実現に関するデータにつき、よ

り障害当事者・関係者の方のニーズを踏まえた収集が求められていると考えられる

ので、次回報告提出までの間に改善に努めたい。また、政策委員会では、障害者施

策における重点的な課題として、成年後見制度も含めた意思決定支援、精神障害

者・医療的ケアを必要とする重度障害者等の地域移行の支援、インクルーシブ教育

システム、雇用、情報アクセシビリティについて、分野横断的な課題として、障害のあ

る女性、障害者に関する統計について、重点的に検討された。 

 

Ⅱ 我が国に関する基本的情報 

4.国土や人口等我が国に関する基本的情報については、「コア文書」に係る政府

報告（ＨＲＩ／ＣＯＲＥ／ＪＰＮ／2012）参照。 

 

Ⅲ 条約上の権利の実現のための政策、戦略、国内の法的枠組み、障害者差別に

関する包括的な枠組み 

5.我が国の憲法は、基本的人権の尊重を重要な柱としており、憲法第 97 条におい

ては、基本的人権を「現在及び将来の国民に対し、侵すことのできない永久の

権利として信託されたものである」としている。この基本的人権には、(i)身体

の自由、表現の自由、思想・良心の自由、信教の自由等のいわゆる自由権的権
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利、(ii)教育を受ける権利、国民が健康で文化的な最低限度の生活を営む権利

等のいわゆる社会的権利等が含まれている。また、同第 14 条においては、すべ

て国民が法の下に平等であって差別されないことが記されている。 

6.障害者についても、その基本的人権は憲法の下で保障されているが、とりわけ、

障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進し、

もって障害者の福祉を増進することを目的として、心身障害者対策基本法が

1970 年 5 月 21 日に制定され、1993 年の「障害者基本法」への名称変更も含め

幾度かの改正を経て、障害者権利条約の趣旨を反映させるために 2011 年に更に

改正された。主な改正内容は、「障害者」の定義に、いわゆる「社会モデル」の

考え方を反映したこと、「合理的配慮」について我が国の国内法で初めて規定し

たこと、政策委員会を設置したことである（政策委員会についての詳細は、第

33 条「国内における実施及び監視」参照）。 

7.また、政府は、障害者基本法第 11 条に基づき、政府が講ずる障害者のための施

策の最も基本的な計画として、障害者基本計画を策定することとなっている。

現在、2013 年に策定した、2013 年度から 2017 年度までの概ね 5 年間を対象と

する第 3 次計画に基づいて、障害者の自立と社会参加の支援等のための施策を

推進しているところである。 

8.また、障害者基本法第 11 条では、都道府県については、障害者基本計画を基本

とするとともに、当該都道府県における障害者の状況等を踏まえ、都道府県障

害者計画を策定することを、 市町村については、障害者基本計画及び都道府県

障害者計画を基本とするとともに、当該市町村における障害者の状況等を踏ま

え、市町村障害者計画を策定することを義務付けている。2014年3月末時点で、

全ての都道府県が計画を策定しており、市町村については全体の 94.8％である

1651 市町村が策定している。 
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9.障害保健福祉施策に関しては、2006 年 4 月 1 日から施行された障害者自立支援

法において、身体障害者、知的障害者及び精神障害者に対し、障害の種別に依

らない一元的な障害福祉サービス等の仕組みを確立するとともに、障害者の地

域生活への移行や就労支援といった課題に対応し、また、障害者が自立した日

常生活又は社会生活を営むために必要な障害福祉サービスや相談支援等を利用

することのできる仕組みを構築している。 

  また、厚生労働省と障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団との基本合意

（2010 年１月）や、内閣府に設置された障がい者制度改革推進会議総合福祉部

会によって取りまとめられた提言（2011 年８月）等を踏まえ、2012 年６月に、

障害者自立支援法の一部改正法が成立した。これにより、障害者自立支援法の

題名を障害者総合支援法に改めるとともに、基本理念の規定の創設や障害者の

範囲の拡大（難病等の追加）等の改正が行われ、同法に基づき、引き続き障害

者の地域社会における共生の実現に向けた施策を実施している。 

10.「障害に基づく差別」及び「合理的配慮」に関しては、2011 年に改正した障

害者基本法において、基本原則として、障害を理由として差別することその他

の権利利益を侵害することを禁止するとともに、障害者への差別とならないよ

う、障害者が個々の場合において社会的障壁の除去を必要とするときは、その

負担が過重でない場合には、その障壁を除去するための措置が実施されるに当

たり、合理的な配慮がされなければならない旨規定した。（障害者基本法第 4

条第 1項、第 2項） 

11.また、2013 年に成立した障害者差別解消法において、「障害を理由とする差別

の禁止」として、行政機関等及び事業者に対し、障害を理由として不当な差別

的取扱いをすることにより障害者の権利利益を侵害することを禁止するととも

に、障害者が個々の場合において社会的障壁の除去を必要とするときは、その
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負担が過重でない場合には、障害者の権利利益を侵害しないよう、その障壁を

除去するための措置が実施されるに当たり、合理的な配慮をしなければならな

い（事業者に対しては、合理的な配慮をするように努めなければならない）旨

を規定している。（障害者差別解消法第 7条、第 8条） 

12.雇用における障害者差別に関しては、2013 年に障害者雇用促進法の一部を改

正した。具体的には、障害者権利条約第 27 条に規定されている労働及び雇用の

分野における障害者に対する差別の禁止を具体化するため、改正障害者雇用促

進法第 34 条及び第 35 条において、事業主に対して雇用の分野における障害を

理由とする不当な差別的取扱いを禁止し、同法第 36 条の 2及び第 36 条の 3に

おいて、事業主に対して、過重な負担にならない範囲で障害者が職場で働くに

当たっての支障を改善するための措置（合理的配慮）を講ずることを義務付け

た。 

13.さらに、改正障害者雇用促進法第 36 条及び第 36 条の 5に基づき、障害者に対

する差別の禁止に関する規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するた

めの指針及び雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会若し

くは待遇の確保又は障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障とな

っている事情を改善するために事業主が講ずべき措置に関する指針を2015年3

月に策定し、事業主団体等に対して精力的に周知のうえ、2016 年 4 月に施行さ

れた。加えて、雇用の分野における障害者に対する差別の禁止及び合理的配慮

の提供について事業主と障害者である労働者の間で紛争が起きた場合について、

同法第 3 章の 2 において、事業主は、障害者から苦情の申出を受けたときは自

主的な解決に努めることとするほか、都道府県労働局長は必要な助言、指導又

は勧告をすることができ、必要があると認める時は紛争調整委員会に調停を行

わせることが規定されている。 
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Ⅳ 条約上の権利実現のための資源及び費用対効果の高い方法の追求 

14.我が国の障害者施策に関しては、施策を実施する各省庁において予算を計上し

て実施しているところであり、2015 年度の障害者施策関係予算の合計額は、1

兆 7233 億円である。2015 年度の障害者施策関係予算の主なものとして、障害

児者が地域や住み慣れた場所で暮らすための障害福祉サービスの提供や、障害

児のための療育支援、障害者の地域生活を支援する事業等があり、これらを含

む生活支援施策としては1兆1330億円を確保している。障害者施策関係予算は、

2011 年時点では 1兆 3565 億円であったが、4年間で約 3668 億円、約 27％増加

している。 

15.なお、我が国においては、業務災害に係る給付、障害年金等については、それ

ぞれの施策に包括されて計上しており、障害者施策としては計上していない。 

 

第 2 部 各論 

第 1 条   目的 

16.障害者権利条約の趣旨を踏まえ、2011 年に改正した障害者基本法においては、

全ての国民が障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえ

のない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、

障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合い

ながら共生する社会を実現するために障害者施策を推進することを目的として

定めている。（障害者基本法第 1条） 

17.「障害者」の定義については、改正前の障害者基本法では、障害者は「身体障

害、知的障害又は精神障害（「以下「障害」と総称する。」）があるため、継続的

に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者をいう」と規定されていたが、

2011 年の改正で、いわゆる「社会モデル」の考え方を反映し、「身体障害、知
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的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」

と総称する。）がある者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活

又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。」と規定している

（障害者基本法第 2条）。障害者差別解消法においても、同じ障害者の定義をと

っている。 

18.同様に、社会的障壁についても「障害がある者にとつて日常生活又は社会生活

を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念、その他一

切のものをいう」と規定された。 

 

第 2 条   定義 

19.障害者差別への取組については、第 1 部「総論」、第 1 条「目的」及び第 5 条「平等

及び無差別」参照。 

20.2008 年 3 月バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する関係閣僚会議において決

定した「バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進要綱」は、ユニバーサルデザインを、

施設や製品等については新しいバリアが生じないよう誰にとっても利用しやすくデザ

インするという考え方としており、ユニバーサルデザインの推進に関しては、一部の

関係者のみによる取組とするのではなく、国民一人ひとりの課題であるととらえ、社

会全体で取り組みを進めていくことが重要であり、そのために、関係者相互による積

極的な情報交換・情報共有が不可欠であり、こうした取組を促進すると規定してい

る。 

 

第 3 条   一般原則 

21.我が国は条約の批准に当たって障害者権利条約の趣旨を踏まえて法整備等を

行ったが、本条に掲げる一般原則の各項目の趣旨についても以下のとおり対応

した。 
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22.第 3 条（a）及び(c)については、2011 年の障害者基本法の改正において、全

ての障害者が、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その

尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを前提として、社会を構

成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会

が確保されること、地域社会において他の人々と共生することを妨げられない

こと等を基本原則とすることを定めており、障害者の社会への参加・包容を促

進している（障害者基本法第 3条）。地域社会への包容については、第 19 条「自

立した生活及び地域社会への包容」等を参照。 

23.第 3 条(b)及び（e）については、第 1部「総論」及び第 5条「平等及び無差別」

参照。  

24.第3条(d)については、2012年に制定された障害者総合支援法においては、2011

年の障害者基本法改正を受け、障害者総合支援法第 1 条の 2 において、障害者

総合支援法が目指すべき基本理念が制定された。具体的には、全ての国民が基

本的人権を享有する個人として尊重されること、障害の有無によって分け隔て

られることなく共生する社会の実現、身近な場所において必要な支援を受けら

れること、社会参加の機会の確保、どこで誰と生活するかについての選択の機

会が確保されること、社会障壁の除去等の理念が規定されている。 

25.第 3 条(f)については、第 9 条「施設及びサービス等の利用の容易さ」参照。

第 3条(g)については、第 6条「障害のある女子」参照。 

26.第 3 条(h)については、教育基本法第 3 条において、自己の人格を磨き、あら

ゆる機会にあらゆる場所で学習ができ、その成果を適切に生かすことのできる

社会の実現が図られなければならないとされている。また、同法第 4 条におい

て、全て国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機会を保障され、

また、国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分
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な教育を受けられるよう、教育上必要な支援を講じることとされている。 

 

第 4 条   一般的義務 

第 4条 1について、 

27.障害者基本法は、何人に対しても、障害を理由として、差別することその他の

権利利益を侵害する行為を禁止している（障害者基本法第 4 条第 1 項）。障害

者基本法第 3条において、全ての障害者が基本的人権を享有する個人としてそ

の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有するこ

とを前提として、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる

分野の活動に参加する機会が確保されることを規定している。 

28.また、障害者権利条約第 2条に定義されている「ユニバーサルデザイン」の製

品、サービス、設備及び施設、障害者に適した新たな機器等の研究、開発、促

進、情報提供等に関しては、第 3次障害者基本計画（Ⅱ-3）の「各分野に共通

する横断的視点」の一つとして、障害者の社会への参加を実質的なものとし、

障害の有無にかかわらず、その能力を最大限に発揮しながら、安心して生活で

きるようにするため、ソフト、ハードの両面にわたる社会のバリアフリー化を

推進し、アクセシビリティ の向上を図るとしている。 

29.障害者基本法第 22 条及び第 2 次障害者基本計画（Ⅲ7．（2））において、国及

び地方公共団体が、情報の利用におけるバリアフリー化のための施策を講じる

こととされており、「日本工業規格（JIS X8341-4） 高齢者・障害者等配慮設計

指針－情報通信における機器、ソフトウェア及びサービス－第 4 部：電気通信

機器」を 2005 年に制定した。 

第 4条 3について、 

30.障害者基本法では、内閣府に、障害者、障害者の自立及び社会参加に関する事

業の従事者、学識経験者 30 人以内で構成される審議会として「障害者政策委員



10 
 

会」を置くこととしている。（障害者基本法第 32 条、第 33 条）現在、政策委員

会は 28 名であり、半数以上が身体障害（視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、盲

ろう）・知的障害・精神障害（発達障害を含む。）・難病の本人又はその家族から

なる団体の方々で構成されている。 

31.また、政策委員会において、「障害者基本計画」の策定又は変更について意見

を聴くこととされているほか、障害者基本計画についての調査審議、実施状況

の監視などを行い、必要に応じて内閣総理大臣に対して意見を述べること等が

できることとされている。（障害者基本法第 11 条第 4項及び第 9項、第 32 条） 

32.また、国及び地方公共団体は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施

策を講ずるに当たっては、障害者その他の関係者の意見を聴き、その意見を尊

重するよう努めなければならないこととされている。（障害者基本法第 10 条第

2項） 

33.地方における意思決定過程の関与としては、障害者基本法において、都道府県

や市町村において、当該都道府県又は市町村の障害者施策の総合的かつ計画的

な推進について調査審議し、及びその実施状況を監視する合議制の機関を置く

（市町村においては「置くことができる」）こととされている。2014 年３月末

時点で、全ての都道府県が合議制の機関を置いており、市町村については全体

の 48.3％である 841 市町村が置いている。（障害者基本法第 36 条） 

34.都道府県及び市町村の障害者計画の策定又は変更に当たっては、この合議制の

機関から意見を聴くこととされているほか、この合議制の機関は、当該計画に

ついての調査審議、実施状況の監視などを行うことができるとされている。（市

町村の場合、合議制の機関を置いていない場合は、障害者その他の関係者の意

見を聴くこととされている。）（障害者基本法第 11 条第 5・6・9項） 

35.障害者総合支援法第 87 条において、厚生労働大臣は、障害福祉サービス等の
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提供体制を整備し、同法に基づく支援の円滑な実施を確保するための基本指針

を定めることとされているが、基本指針の作成又は変更に当たっては、障害者

等及びその家族その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じる

こととされている。また、同法第 88 条及び第 89 条において、市町村及び都道

府県は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保等、同法に基

づく業務の円滑な実施に関する障害福祉計画を定めることとされているが、障

害福祉計画の作成又は変更に当たっては、障害者等及びその家族並びに障害者

等の福祉、医療、教育又は雇用に関連する職務に従事する者等により構成され

る協議会の意見を聴くよう努めることとされている。 

 

第 5 条   平等及び無差別 

36.障害者基本法において、基本原則として、障害を理由として差別することその

他の権利利益を侵害することを禁止するとともに、障害者への差別とならない

よう、障害者が個々の場合において社会的障壁の除去を必要とするときは、そ

の負担が過重でない場合には、その障壁を除去するための措置が実施されるに

当たり、合理的な配慮がされなければならない旨規定している。（障害者基本法

第 4条第 1項、第 2項） 

37.障害者差別解消法において、「障害を理由とする差別の禁止」として、行政機

関等及び事業者に対し、障害を理由として不当な差別的取扱いをすることによ

り障害者の権利利益を侵害することを禁止するとともに、障害者が個々の場合

において社会的障壁の除去を必要とするときは、その負担が過重でない場合に

は、障害者の権利利益を侵害しないよう、その障壁を除去するための措置が実

施されるに当たり、合理的な配慮をしなければならない（事業者に対しては、

合理的な配慮をするように努めなければならない）旨を規定している。（障害者
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差別解消法第 7条、第 8条） 

38.また、障害者差別解消法において、行政機関等及び事業者における障害を理由

とする差別を解消するために以下の措置等を定めている。 

（1）行政機関等に対し、不当な差別的取扱いを禁止し、過重な負担がない限り

社会的障壁の除去について必要かつ合理的な配慮を行うことを義務付けると

ともに、各職員が適切に対応するための要領の作成を義務（地方公共団体は

努力義務）付け。 

（2）事業者に対し、不当な差別的取扱いを禁止し、過重な負担がない限り社会

的障壁の除去について必要かつ合理的な配慮を行うことに努めるよう義務付

けるとともに、主務大臣が対応指針（ガイドライン）の作成並びに報告の徴

収、助言、指導及び勧告を行うことにより事業者の自主的な取組を促進する

ための措置を規定。 

（3）相談及び紛争防止等のための体制の整備、啓発活動、障害者差別解消支援

地域協議会等の障害者差別解消のための支援措置を規定。 

 

第 6 条   障害のある女子 

39.障害者基本法において、施策の基本方針として、障害者の自立及び社会参加の

ための施策が、障害者の性別等に応じて、かつ、有機的連携の下に総合的に、

策定され、及び実施されなければならない旨規定している（障害者基本法第 10

条第 1項）。また、第 3 次障害者基本計画及び障害者差別解消法に基づく基本方

針及び第 4 次男女共同参画基本計画には、障害に加え、女性であることで更に

複合的に困難な状況におかれている場合に配慮が必要である旨、明記している。 

また、政策委員会において、第 3次障害者基本計画の実施状況についての議

論を行う中で、障害のある女性委員から障害のある女性の課題について意見を

伺い、議論を行った。 
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40.売春防止法等に基づき、都道府県に設置された婦人相談所において、障害者を

含め、配偶者等からの暴力やストーカー被害にあっている女性等からの相談に

応じるとともに、必要に応じて一時保護を行っている。また、中長期的な支援

が必要な方に対しては、婦人保護施設において、必要な保護支援を行っている。

なお、婦人保護事業に関する都道府県からの実施状況報告によれば、2014 年度

に婦人保護施設に入所していた者のうち４割は、身体障害、知的障害、精神障

害あるいは何らかの疾患を抱えている。 

41.なお、本条に関しては、政策委員会より、次のような指摘がなされている。（よ

り詳しくは、付属文書を参照のこと） 

障害者権利条約第６条「障害のある女子」に対応するため、障害女性の視点

からの記述及び統計を充実させるとともに、例えば、福祉施設での同性介助を

標準化するなど、女性に重点を置いた政策立案を推進する必要がある。また、

国や地方公共団体の政策を決定する様々な審議会や有識者会議の委員構成に

ついては、ポジティブ・アクション※の取組が推進されており、政策委員会に

おいても、こうした視点・取組が必要である。 

※男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における

活動に参画する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のい

ずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供すること 

 

第 7 条  障害のある児童 

42.障害者基本法において、施策の基本方針として、障害者の自立及び社会参加の

ための施策が、障害者の年齢等に応じて、かつ、有機的連携の下に総合的に策

定され、及び実施されなければならない旨規定している（障害者基本法第 10

条第 1項）。また、第 3 次障害者基本計画及び障害者差別解消法に基づく基本方
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針には、障害児には、成人の障害者とは異なる支援の必要性があることに留意

する旨明記している。 

43.障害者基本法において、障害者がその年齢及び能力に応じ、かつ、その特性を

踏まえた十分な教育が受けられるようにするため、国及び地方公共団体は、障

害者である児童生徒及びその保護者に対し十分な情報の提供を行うとともに、

可能な限りその意向を尊重しなければならないと規定している。 

44.児童福祉法第1条～第3条において、全て児童はひとしくその生活を保障され、

愛護されなければならないとし、国及び地方公共団体は、児童を心身ともに健

やかに育成する責任を負うとしている。また、これらの規定は児童に関する法

令の施行に当たって常に尊重されなければならないとされている。同法の規定

も踏まえ、都道府県は児童福祉法の施行に関し、児童及びその家庭につき、必

要な調査並びに医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の判定

を行い、これに基づいて必要な指導を行っている。こうした都道府県の事務は

児童相談所において対応している。 

45.保育所保育指針において、子供に障害や発達上の課題が見られる場合には、市

町村や関係機関と連携及び協力を図りつつ、保護者に対する個別の支援を行う

よう努めることとされている。 

（特別児童扶養手当等の支給については、第 28 条「相当な生活水準及び社会的な

保障」参照。） 

 

第 8 条   意識の向上 

46.障害者基本法は、障害者の権利についての基本原則を規定しており、国等に対

して基本原則に関する国民の理解を深めるよう必要な施策を講じることを義務

付けている（障害者基本法第 3条、第 7条）。障害及び障害のある人に対する国

民の関心、理解を深めるとともに、障害のある人の社会参加意識の高揚を図る
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ため、1995 年より、毎年 12 月 3 日から 9 日までの 1 週間を「障害者週間」と

している（障害者基本法には、2004年改正時に規定が設けられた。同法第9条。）。

前後の期間も含め、全国で、官民にわたって多彩な行事を集中的に実施するな

ど、積極的な啓発・広報活動を実施している。 

47.内閣府では、1989 年度から、各都道府県・指定都市との共催により、若者へ

の啓発・広報活動の一環として、全国の小・中学生等から、障害のある人との

ふれあい体験をつづった「心の輪を広げる体験作文」を、1993 年度からは「障

害者週間のポスター」も募集し、優秀作品の表彰を行う「心の輪を広げる障害

者理解促進事業」として実施している。 

48.内閣府では、高齢者、障害のある人、妊婦や子供連れの人を含む全ての人が安

全で快適な社会生活を送ることができるよう、ハード、ソフト両面のバリアフ

リー・ユニバーサルデザインを効果的かつ総合的に推進する観点から、その推

進について顕著な功績又は功労のあった個人・団体に対して、内閣総理大臣及

び高齢社会対策又は障害者施策を担当する大臣が、毎年度、バリアフリー・ユ

ニバーサルデザイン推進功労者表彰を行い、その優れた取組を広く普及させる

こととしている。 

49.また、障害者差別解消法において、国及び地方公共団体は、障害者差別の解消

について国民の関心と理解を深め、特に、その障害者差別の解消を妨げている

諸要因の解消を図るため、必要な啓発活動を行うものとしている（障害者差別

解消法第 15 条）。 

50.内閣府では、我が国の社会活動の中心的担い手となる青年の能力の向上とネッ

トワークの形成を図るため、「青年社会活動コアリーダー育成プログラム」にお

いて、障害者関連活動等の社会活動を行っている日本青年海外派遣及び外国人

青年日本招へいといった国際交流を実施している。 
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51.障害のある方々が日頃培った技能を互いに競い合うことにより、その職業能力

の向上を図るとともに、企業や社会一般の人々に障害のある方々に対する理解

と認識を深め、その雇用の促進を図ることを目的として、アビリンピックの後

援を行っている。 

52.障害者基本法第 16 条第 2項において、「国及び地方公共団体は、障害者である

児童生徒と障害者でない児童生徒との交流及び共同学習を積極的に進めること

によつて、その相互理解を促進しなければならない」と規定し、学習指導要領

等において、障害のある人々などとの触れ合いや、障害のある子供と障害のな

い子供との交流及び共同学習の機会を設けることについて規定している。 

53.「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」（以下「人権教育・啓発推進法」

という。）第 7条に基づき策定した「人権教育・啓発に関する基本計画」におい

て、障害のある人の人権を人権課題の一つとして、障害のある人に対する偏見

や差別意識を解消し、ノーマライゼーションの理念を定着させることにより、

障害のある人の自立と完全参加を可能とする社会の実現を目指して、人権尊重

思想の普及高揚を図るための啓発活動を充実・強化することを明記している。

法務省の人権擁護機関（第 33 条「国内における実施及び監視」参照）では、当

該計画に基づき必要な施策を推進しているところ、「障害のある人の自立と社会

参加を進めよう」を啓発活動の年間強調事項の一つとして掲げ、講演会や座談

会の開催、啓発冊子等の配布、各種イベントにおける啓発活動を実施している。 

54.法務省では、国家公務員等の理解と認識を深めることを目的とした、中央省庁

等の職員を対象とする「人権に関する国家公務員等研修会」を開催していると

ころ、2014 年 2 月には「障害のある人の人権」をテーマに取り上げ、実施した。

また、都道府県及び市区町村の人権啓発行政に携わる職員を対象に、その指導

者として必要な知識を習得させることを目的とした「人権啓発指導者養成研修
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会」を開催しているところ、その中で、「障害のある人の人権」をテーマとする

講義も実施している。 

 

第 9 条   施設及びサービス等の利用の容易さ 

55.障害者基本法において、国及び地方公共団体に対して、公共的施設について、

障害者が円滑に利用できるような施設の構造及び設備の整備等の計画的推進を

図ることを義務付けている。また、公共的施設を設置する事業者に対して、同

様の努力義務を課している（障害者基本法第 21 条第 1項、第 2 項）。情報、通

信その他サービスに関しては、障害者基本法において、国及び地方公共団体が、

情報の利用におけるバリアフリー化のための施策を講じることとされているほ

か、災害その他の事態の場合に障害者に対しその安全を確保するため必要な情

報が迅速かつ的確に伝えられるよう必要な施策を講ずるものとされている（同

法第 22 条第 1、2項）。また、事業者に対して、障害者の利用の便宜を図ること

について努力義務を課している（同法第 22 条第 3項）。 

56.障害者基本計画においては、分野別施策として、住宅、建築物、公共交通機関、歩

行空間など生活空間のバリアフリー化を推進し、自宅から交通機関、まちなかまで

連続したバリアフリー環境の整備を推進することを生活環境施策の基本方針として

おり、住宅、建築物、公共交通機関、歩行空間等のバリアフリー化を推進することと

している。 

57.「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザインの考え方を

踏まえた、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下、「バリ

アフリー法」という。）」により、旅客施設・車両等、道路、路外駐車場、都市公園、建

築物等の新設等の際の「移動等円滑化基準」への適合義務、既存の施設等に対す

る適合努力義務を定めるとともに、「移動等円滑化の促進に関する基本方針」にお
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いて、2020 年度末までの整備目標を定め、バリアフリー化の推進を図っている。 例

えば、旅客施設に関して、１日の乗降客数が 3，000 人以上の旅客施設については

原則 100％バリアフリー化することを目標と定め、整備を進めており、着実に進捗し

ている一方、リフト付きバスや福祉タクシー等の車両については、整備目標を達成す

るため、導入を更に進めていく必要がある。また、移動等円滑化の基準と実績につ

いては、毎年度公表している。 

58.バリアフリー法の基本方針二の 1 の二において、バリアフリー化が義務化されてい

ない特定建築物に対してもバリアフリー化の積極的な対応が望ましいとして、設計上

の対応可能性やコスト増への対応可能性を勘案しながらバリアフリーを目指してい

る。また同方針四の 1 の（1）より、移動等円滑化の進展の状況等を勘案しつつ、より

検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるよう努めることにより、「スパ

イラルアップ」（段階的・継続的改善）を図っている。 

59.バリアフリー法第4条において、国は教育活動等を通じて移動等円滑化の促進に関

する国民の理解を深めるよう努めなければならない旨規定されている。具体的には、

高齢者、障害者の疑似体験等を内容とするバリアフリー教室を全国各地で開催して

いる。また、同法第 8 条第 5 項において、公共交通事業者等は、その職員に対し、移

動等円滑化を図るために必要な教育訓練を行うよう努めなければならない旨規定さ

れており、各事業者において障害者の参加による教育訓練等を実施している。 

60.施設についての研究及び開発の実施又は促進については、バリアフリー法第52条

第 1 項において、国は、移動等円滑化を促進するために必要な資金の確保その他

の措置を講ずるよう努めなければならないこと、同条第 2 項において、国は、移動等

円滑化に関する情報提供の確保並びに研究開発の推進及びその成果の普及に努

めなければならない旨規定されている。これらに基づき、例えば、視覚障害者誘導

用ブロックの敷設方法に関する調査研究等を行い、公共交通事業者等に公表する
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とともに、旅客施設のバリアフリー整備ガイドライン等の改訂に反映させている。 

61.公共交通、建築物の移動等円滑化基準においては、主要な設備等を視覚障害者に

点字その他の方法により示すこと、公共交通の基準には聴覚障害者が文字により

意思疎通を図るための設備を備えなければならないことが設定されている。また、バ

リアフリー法に基づく取組みの現状把握、課題の抽出、対応方策の検討や提案等を

行うため、関係する全国の高齢者・障害者等団体、施設設置管理者団体等、学識経

験者、行政機関等が一堂に会し、全国バリアフリーネットワーク会議を開催してい

る。 

62.警察では、バリアフリー法に基づき、障害者等が道路を安全に横断できるよう、

音響式信号機、経過時間表示機能付き歩行者用灯器、歩車分離式信号等のバリ

アフリー対応型信号機や、高輝度標識、横断歩道上における視覚障害者の安全

性及び利便性を向上させるエスコートゾーン等の見やすく分かりやすい道路

標識等を整備している。 

63.情報利用のバリアフリー化については、障害者基本法第22条第1項において、

国及び地方公共団体が、情報の利用におけるバリアフリー化のための施策を講

じることとされており、その一環として、障害者基本計画（Ⅲ6．（4））におい

て、地方公共団体等の公的機関におけるウェブアクセシビリティの向上等に向

けた取組を促進することが明記されていることから、国及び地方公共団体にお

けるウェブアクセシビリティの維持・向上の支援に資するための手順書である

「みんなの公共サイト運用モデル」を公表（2005 年策定、2011 年改定）してい

る。 

64.字幕放送等の普及につき、障害者基本計画（Ⅲ6．（2））において、放送事業者

への制作費助成、「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」に基づく取組等の実

施・強化により、字幕放送（CM 番組を含む）、解説放送、手話放送等の普及を
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通じた障害者の円滑な放送の利用を図ることを明記している。具体的には、「身

体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用円滑化事業の推進に

関する法律」（以下「障害者利用円滑化法」という。）（同法第 2条第 4項、第 3

条、第 4 条、第 5 条）に基づき、字幕・解説・手話番組の制作費等の一部助成

を実施している。また、放送法第 4条第 2項において、放送事業者は字幕番組・

解説番組をできる限り多く設けるようにしなければならないとする努力義務を

規定している。なお、「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」は 2017 年度ま

での字幕・解説・手話放送の普及目標を策定・公表したものであり、その進捗

状況について毎年度、把握・公表している。 

65.通信･放送役務の提供又は研究開発につき、障害者基本法第 22 条第 1項におい

て、国及び地方公共団体が、情報の利用におけるバリアフリー化のための施策

を講じることとされていること、障害者基本計画（Ⅲ6．（1））においても、障

害者の情報通信機器及びサービスの利用における情報アクセシビリティの確保

及び向上・普及を図るため、障害者に配慮した情報通信機器及びサービス等の

企画、開発及び提供を促進することが明記されていることから、障害者の利便

の増進に資する通信・放送役務の開発を行うための通信・放送技術の研究開発

を行う者に対し助成を実施している。障害者利用円滑化法（同法第 2条第 4項、

第 3条、第 4条、第 5 条）に基づき、身体障害者向け通信・放送役務の提供又

は開発を行うものに対する助成を実施している。 

66.警察では、主として聴覚や言語に障害のある者が、犯罪被害に遭ったり犯罪を

目撃したりした場合に警察への緊急通報を行うため、各都道府県警察において

ＦＡＸ110 番及びメール 110 番を開設している。 

（意思疎通支援については、第 21 条「表現及び意見の自由並びに情報の利用の機

会」参照。） 
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（本条に関する政策委員会からの指摘に関しては、第 21 条「表現及び意見の自由

並びに情報の利用の機会」の最後のパラグラフを参照。） 

 

第 10 条  生命に対する権利 

67.日本国憲法 13 条は、生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利については、

公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とす

る旨定める。障害者基本法においては、障害者がその尊厳にふさわしい生活を

保障される権利を有することを基本原則として規定しており（障害者基本法第

3条）、また、国及び地方公共団体に対して、障害者の自立と社会参加の支援の

ための施策を総合的かつ計画的に実施する責務を課している（同法第 6条）。 

 

第 11 条  危険な状況及び人道上の緊急事態 

68.東日本大震災においては、被災地全体の死者数のうち 65 歳以上の高齢者の死

者数は半数以上であり、障害者の死亡率は被災住民全体の死亡率の約２倍とな

った。このほか、消防職員や民生委員など支援者についても多数の犠牲者が出

た。こうした教訓を踏まえ、2013 年 6 月に災害対策基本法を改正し、当該市町

村に居住する、高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要するもの「要配

慮者」（災害対策基本法第 8条第 2項第 15 号）のうち、災害が発生し、又は災

害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であって、その

円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するもの（以下「避難行動

要支援者」という。）に対する実効性のある避難支援、安否の確認その他の避

難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置がなされ

るよう、避難行動要支援者名簿の作成を市町村長に義務付けるとともに、平常

時及び災害発生時において避難支援者に情報提供を行うための制度を設けた。

また、当該法改正を受けて、「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（2006
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年 3 月）を、全面的に改定し、避難行動要支援者名簿の作成・活用に係る留意

点・参考となる事項等をまとめた「避難行動要支援者の避難行動支援に関する

取組指針」を 2013 年 8 月に策定・発表した。さらに、同法改正においては避難

所における生活環境の整備等に関する努力義務規定も設けられ、この取組を進

める上で参考となるよう、避難所（福祉避難所を含む）運営に当たって要配慮

者への支援に関して留意すべき点等を盛り込んだ、「避難所における良好な生活

環境の確保に向けた取組指針」を 2013 年 8 月に策定・発表した。 

69.2015 年 3 月に仙台市で第 3 回国連防災世界会議が開催され、日本政府は、仙

台市、日本財団及び国連国際防災戦略事務局（UNISDR）とともに、本会議を「ア

クセシブル・カンファレンス」とすることを目指して、施設のバリアフリー化

や各セッションにおける日本語及び国際手話通訳、スクリーンへの日本語と英

語字幕の表示等、障害者も苦労することなく会議に参加できるよう、様々な取

組を行った。また、本会議では、障害者も防災の主要な担い手として、全体会

議においてステートメントを行ったほか、ワーキングセッションにおける議論

や関連事業に参加し、本会議で策定された新たな国際的な防災の取組指針であ

る「仙台防災枠組 2015－2030」においては、障害者の果たす役割の重要性につ

いて明記された。 

70.障害者基本法において、国及び地方公共団体は、災害その他の事態の場合に障

害者に対しその安全を確保するため必要な情報が迅速かつ的確に伝えられるよ

う必要な施策を講ずるものとされている（障害者基本法第 22 条第 2項）。また、

障害者の性別、年齢、障害の状態及び生活の実態に応じて防災及び防犯に関し

必要な施策を講じなければならないこととされている（同法第 26 条）。 

71.武力攻撃事態対処法において、武力攻撃事態等への対処においては、基本的人

権が尊重されなければならないこととされており、その上で、国民保護法第 9
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条においては、国民の保護のための措置を実施するに当たっては、障害者の保

護について留意しなければならないこととされている。 

72.「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律に基づく指定障害者

支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準」（以下「施設基準省令」という。）

第 44 条第 1項等において、障害者の施設入所支援等を行う施設等は、非常災害

に際して必要な設備（消火設備等）を設けるとともに、非常災害に関する具体

的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それら

を定期的に従業者に周知しなければならないと定められている。なお、指定障

害者支援施設等のほか、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業所や

児童福祉法に基づく指定障害児入所施設などにおいても同様の規定を設けてい

る。 

 

第 12 条  法律の前にひとしく認められる権利 

73.日本国憲法第 13 条は、「すべて国民は、個人として尊重される」ことを定めて

いる。また、障害者基本法においては、基本原則として障害者の個人の尊厳に

ついて規定している（障害者基本法第 3条）。 

74.我が国の民法は、「私権の享有は、出生に始まる」旨規定し（民法 3条）、全て

の人が権利能力を有することとされている。この点について、障害者であるこ

とを理由とした制限は設けていない。 

75.認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力の不十分な者を保護し、支

援するための制度として、成年後見制度を設けており、本人の判断能力の程度

に応じて、後見、保佐及び補助の 3類型を利用することができる。 

76.成年後見人及び成年後見監督人の選任に際しては、本人の意見等一切の事情を

考慮すべきものとしているほか、本人（被後見人）の陳述の聴取の機会も確保

している（民法第 843 条第 4項、第 852 条、家事事件手続法第 120 条）。また、
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選任された成年後見人は、本人の意思を尊重しその身上に配慮する義務を負い

（民法第 858 条）、これにより、本人の権利、意思及び選好の尊重が図られてい

る。なお、保佐及び補助にもこれらの規定が準用され、又はこれらと同旨の規

定が設けられている（民法第 876 条の 2 第 2 項、第 876 条の 5 第 1 項、第 876

条の 8第 2項、第 876 条の 10 第 1 項、家事事件手続法第 130 条、第 139 条）。

補助については、家庭裁判所が本人以外の者の請求により補助開始の審判をす

るには、本人の同意がなければならない（民法第 15 条第 2項）。 

77.成年後見人の取消権及び代理権の範囲は民法で明確に規定されており、その行

使に当たっては、成年後見人は本人の意思を尊重しなければならない（民法第

7条から第 9条まで、第 858 条）。保佐人については、同意権及び取消権の範囲

が民法で規定されているほか、家庭裁判所は、本人の判断能力の程度や必要性

に応じて、審判により、特定の法律行為について個別に保佐人に代理権を付与

し、あるいは同意権や取消権の範囲を拡張することができるが、本人以外の者

の請求により代理権付与の審判をするには、本人の同意がなければならない（民

法第 13 条、第 876 条の 4）。補助人の同意権及び取消権並びに代理権の範囲に

ついては、家庭裁判所が本人の判断能力の程度や必要性に応じて個別に定める

ことができるが、本人以外の者の請求により同意権等の付与の審判をするには、

本人の同意がなければならない（民法第 17 条、第 876 条の 9）。 

78.家庭裁判所は、後見人、保佐人及び補助人の事務を監督し、いつでも、これら

の者に事務の報告等を求めることができる（民法第 863 条、第 876 条の 5 第 2

項、第 876 条の 10 第 1 項）。このような措置により、司法機関による審査が確

保されている。また、本人の判断能力が回復した場合には、家庭裁判所が後見

開始、保佐開始及び補助開始の審判を取り消すことができ（民法第 10 条、第

14 条第 1項、第 18 条第 1項）、これにより、障害者の状況に適合した措置をと
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ることを可能としている。 

79.成年後見制度（後見、保佐、補助）の利用者数は、2012 年末は 164，421 件、

2013 年末は 174，565 件、2014 年末は 182，551 件となっており、年々増加して

いる。2014年末における後見3類型の内訳は、成年後見149，021件（約81.6％）、

保佐 25，189 件（約 13.8％）、補助 8，341 件（約 4.6％）となっている。成年

後見人等（成年後見人、保佐人及び補助人）と本人との関係については、2011

年時点では親族が約 55.6％、親族以外の第三者が約 44.4％であったところ、

2014 年は親族が約 35.0％、親族以外の者が約 65.0％となっており、第三者の

割合が大きく増加している。 

80.成年後見制度については、例えば、障害者本人が一部の親族により身体的虐待

を受け、あるいは年金収入等を搾取されている場合には、成年後見人に選任さ

れた弁護士等が、本人の意思を尊重しながら、その安全な居所を確保し、財産

を管理することにより、本人の身体及び財産を適切に保護することができると

の指摘がされている。 

81.障害者総合支援法に基づく相談支援として、地域の障害者等の福祉に関する

様々な問題について、障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を行う者

からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言等を行う「基本相談支援」等を実

施している。また、同法第 77 条に基づく市町村の地域生活支援事業として、障

害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると

認められる障害者であって、成年後見制度の利用に要する費用について補助を

受けなければ成年後見制度の利用が困難であると認められるものに対し、当該

費用を支給する事業が実施されており、2014 年度には 1，360 の市町村におい

て当該事業が実施された。 

82.「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」（以下「精神保健福祉法」とい
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う。）第 51 条 11 の 2 において、市町村長は、精神障害者の福祉を図るため特に

必要があると認めるときは、家庭裁判所に対し、民法に基づく審判（民法第 7

条の後見開始の審判、同法第 11 条の保佐開始の審判、等）の請求をすることが

できるとされている。 

83.なお、本条に関しては、政策委員会より、次のような指摘がなされている。 

意思決定の支援及び法的能力の行使を支援する社会的枠組みの構築が急務

である。また、成年後見制度のうち、特に代行型の枠組みである後見類型の運

用に当たっては、最良の支援を提供しても、なお法的能力の行使が困難な場合

に本人の権利と利益を守るための最終手段として利用されるべきものであり、

かつ、代理人が本人に代わって意思決定をする場合にも、法の趣旨に則り、で

きる限り本人の意思を尊重するよう制度運用の改善を図る必要がある。 

また、家庭裁判所の成年後見人の監督業務の負担の在り方についても課題が

共有された。（より詳しくは、付属文書を参照のこと） 

 

第 13 条  司法手続の利用の機会  

84.障害者基本法において、国又は地方公共団体に対して、障害者が、刑事事件若

しくは少年の保護事件に関する手続その他これに準ずる手続の対象となった場

合、又は裁判所における民事事件、家事事件、若しくは行政事件に関する手続

の当事者その他の関係人となった場合において、障害者がその権利を円滑に行

使できるようにするため、個々の障害者の特性に応じた意思疎通の手段を確保

するよう配慮するとともに、関係職員に対する研修その他必要な施策を講じる

ことを義務付けている（障害者基本法第 29 条）。 

85.裁判所においては、できる限り、障害者が不自由なく裁判所施設を利用できる

よう、段差解消、多機能トイレ、エレベーターの整備などのバリアフリー化を
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図っており、今後も更に整備を進める予定であると承知している。 

86.裁判所では、各裁判手続等において、障害を有する当事者や証人等が、適切に

意思疎通を図り、円滑に権利行使ができるようにするため、裁判官の判断で、

障害の内容や程度に応じて、手話通訳人を付す、要約筆記等による手続を行う、

あるいは、補聴器を貸与する、裁判所が作成、交付する書面を点訳するなどの

配慮のほか、裁判官が当事者に対する手続の説明や質問をする際にも、その内

容や方法に配慮するなどの措置が講じられていると承知している。 

87.また、障害を有する子供に対しては、裁判官の判断で、さらにその発達段階に

応じた質問内容や方法にするなどの配慮をしているものと承知している。 

88.当事者は、難聴、言語障害、知能が十分でないこと等により、十分な裁判上の

行為ができない場合、裁判所の許可を得て、補佐人と共に出頭することができ

る（民事訴訟法第 60 条、非訟事件手続法第 25 条）。 

89.裁判所においては、裁判官の研修を担当する司法研修所、及び、裁判官以外の

職員の研修を担当する裁判所職員総合研修所において、人権擁護に取り組んで

いる政府機関担当者や障害者関連の専門家を講師に招くなどして、障害者に対

する適切な配慮等について理解を深める研修を実施し、また、各裁判所におい

ても、同様の研修を実施しているものと承知している。 

90.民事裁判及び非訟事件の手続について、口頭弁論に関与する者（当事者となる

場合のほか、証人等となる場合を含む。）が耳が聞こえない者又は話をすること

ができない者であるときは、通訳人を立ち会わせ、又は、文字で問い若しくは

陳述をすることができるとしている（民事訴訟法第 154 条第 1 項、非訟事件手

続法第 48 条）。 

91.刑事訴訟法及び刑事訴訟規則上、以下のとおり規定されている。 

（1）障害者であるか否かにかかわらず，被告人及び被疑者は，私選弁護人を付
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することができ（刑事訴訟法第３０条第１項），被告人又は一定の事件の被疑者

は，貧困その他の事由により弁護人を選任することができないときは，裁判所

（官）に対し，国選弁護人の選任を請求することができる（同法第３６条，第

３７条の２）。さらに，裁判所（官）は，被告人が，耳の聞こえない者又は口の

きけない者であるとき（同法第３７条第３号），心神喪失者又は心神耗弱者であ

る疑いがあるとき（同条第４号），その他必要と認めるとき（同条第５号），若

しくは，一定の事件の被疑者が，精神上の障害その他の事由により弁護人を必

要とするかどうかを判断することが困難である疑いがあるとき（同法第３７条

の４）は，職権で国選弁護人を選任することができる。 

（2）裁判所は、裁判所の手続において、耳の聞こえない者又は口のきけない者

に陳述をさせる場合には、通訳人に通訳をさせることができる（刑事訴訟法第

176 条）。 

（3）証人尋問においては、証人が耳が聞こえないときは、書面で問い、口がき

けないときは、書面で答えさせることができる（刑事訴訟規則第 125 条）。 

92.捜査機関において、障害を有する被疑者や参考人に対して取調べを行う際は、

対象者の特性を考慮して適切な方法により行うことの重要性を意識し、知的障

害者等に対し供述特性を踏まえた分かりやすい発問等を行うこと、聴覚障害者

に対し手話通訳や筆談を用いること、必要に応じ、検察官らが自宅や病院等に

赴いて保護者や医師等の同席の上で事情聴取を実施することなどの配慮を行っ

ている。 

93. 犯罪捜査規範の規定に基づき、警察官は、精神又は身体に障害のある者の取

調べを行うに当たっては、その者の特性を十分に理解し、取調べを行う時間や

場所等について配慮するとともに、その障害の程度等を踏まえ、手話通訳者を

手配するなどの適切な措置を講じている（犯罪捜査規範）。 
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94.国家公安委員会規則において、人権の尊重を大きな柱とする「職務倫理の基本」

を定め、警察職員に対し、職務倫理を保持させる教育を行うよう規定している。

これらの規則に従い、警察では、警察学校や警察署等の職場において、憲法、

刑事訴訟法等の法学や職務倫理の講義、障害者施設への訪問実習、有識者によ

る講話等、障害者の特性や障害に配慮したコミュニケーション等の理解を深め、

障害者の人権を含めた人権に配意した警察活動を推進するための教育を行って

いる（警察職員の職務倫理及び服務に関する規則）。 

95.留置実務を指導する者に対する司法手続を含む研修を実施し、指導者の資質を

高めるとともに、留置業務に従事する職員に対しては、各警察学校における専

門教育や、警察署等の職場における研修会等のあらゆる機会において、障害者

を含めた被留置者の人権に配意した適正な職務執行を期する上で必要な司法手

続を含む知識・技能等を習得させるための教育を行っている（「刑事収容施設

及び被収容者等の処遇に関する法律」、以下「刑事収容施設法」という。）。 

96.検察庁においては、「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標

準」に基づき、庁舎にスロープや自動扉、エレベーター等を設置する措置を講

ずる努力を行っている。 

97.検察職員に対し、経験年数等に応じて実施する各種研修において、障害者に関

する理解・配慮に資する講義を実施しているほか、日常の業務においても、上

司が個別事件の捜査・公判を通じて個々の検察官に対して指導を行っている。 

98.日本司法支援センターは、民事法律扶助業務の法律相談援助を障害者等の居住

場所その他適宜の場所において実施しているほか、高齢者・障害者等社会的に

弱い立場にある者に対しては、同センターの常勤弁護士等が自治体や福祉団体

等と連携して積極的に法的サービスを提供している。 

99.日本司法支援センターは、関係職員に対し、障害者等疑似体験実習を実施し、
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障害者に必要な配慮や接遇等を学ぶ研修を実施しているほか、全職員向けに「高

齢者・障害者への接遇マニュアル」を作成し、周知を図っている。 

 

第 14 条  身体の自由及び安全 

100.障害者基本法において、国又は地方公共団体に対して、障害者が、刑事事件

若しくは少年の保護事件に関する手続その他これに準ずる手続の対象となった

場合において、障害者がその権利を円滑に行使できるようにするため、個々の

障害者の特性に応じた意思疎通の手段を確保するよう配慮するとともに、関係

職員に対する研修その他必要な施策を講じることを義務付けている（障害者基

本法第 29 条）。 

101.刑法上、殺人罪（刑法第 199 条）、傷害罪（同法第 204 条）、暴行罪（同法第

208 条）、逮捕監禁罪（同法第 220 条）等を処罰する規定があり、これらの罪に

該当する行為は、障害者に対するものも含め、処罰することが可能である。刑

事訴訟法上、捜査についての身体に対する刑事手続上の強制の処分は、法律に

特別の定めがある場合でなければすることができないと規定している（同法第

197 条第 1項但書）。 

102.刑事手続上の強制処分に関しては、被疑者が障害者であると否とを問わず、

逮捕状や捜索差押令状等の呈示（刑法第 201 条第 1項、第 110 条）、逮捕の際の

弁護人選任権の告知（同法第 203 条第 1項、第 204 条第 1項）、被疑者取調べの

際の黙秘権の告知（同法第 198 条第 2 項）といった手続が保障されており、障

害者に対してこれらの手続を行うに当たっては、障害の特性に応じて、例えば、

知的障害者に対する分かりやすい言葉での説明や聴覚障害者に対する手話通訳

等の利用など、障害の内容・程度に応じた適切な配慮を行っている。 

103.刑事収容施設法、少年院法及び少年鑑別所法においては、被収容者の人権を

尊重しつつ、状況に応じた適切な処遇を行うことが定められており、矯正施設
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における障害者の処遇については、各人の障害の内容・程度等に応じ、（1）養

護を必要とする被収容者については、傷病者のための措置に準じた措置をとれ

る体制を整え、（2）被収容者については眼鏡その他の補正器具を貸与又は支給

し（自弁のものを使用することができない場合）、（3）受刑者については刑務作

業の内容等を配慮する等の措置を行っている。 

104.留置施設における被留置者の処遇に当たっては、その人権を尊重しつつ、そ

の者の状況に応じて適切な処遇を行うこととしている。被留置者が障害者の場

合も、留置業務管理者は、障害の状況をよく把握した上で、体調や疾病の状況

に応じて医師による診療等の医療的措置をとっており、障害者の具体的状況に

応じ、留置施設内で眼鏡等の補正器具や車いす等の移動補助具の使用を認めて

いる。留置業務管理者は、全ての被留置者に、おおむね月に 2 回の健康診断を

受けさせているほか、必要に応じおかゆ等の食事を支給する等の配慮を行って

いる（刑事収容施設法、被留置者の留置に関する規則）。 

105.精神保健福祉法には、入院措置（精神保健福祉法第 29 条）や医療保護入

院（同法第 33 条第１項及び第 2 項）等、精神障害者について本人の意思に

よらない入院制度を定めている。この法律に定める入院制度は、精神障害者

であることのみを理由として適用されるわけではなく、精神障害のために自

傷他害のおそれがある場合又は自傷他害のおそれはないが医療及び保護が

必要な場合であって、入院の必要性について本人が適切な判断をすることが

できない状態にある場合に適用されるものである。実施に当たっては、国が

指定する精神保健指定医による診察（同法第29条第2項及び第33条第１項）

や入院措置についての本人への書面告知（同法第 29 条第 3項及び第 33 条の

3）が義務付けられている。 

106.「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する
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法律」（以下「心神喪失者等医療観察法」という。）において規定されている精

神障害者に対する入院等の処遇は、殺人や放火などの重大な犯罪に当たる行為

を行い、かつ、当該行為の当時、心神喪失又は心神耗弱の状態にあったと認定

され、不起訴処分又は無罪等の確定裁判を受けた者について、当該行為を行っ

た際の精神障害を改善し、社会に復帰することを促進するため、同法による医

療を受けさせる必要があると認められる場合に行われるものである。処遇の決

定に当たっては、対象者の鑑定を実施するとともに、弁護士や保健・福祉に関

する専門家等の関与の下で審判期日を開催し、対象者に意見を述べる機会を与

えた上で、裁判官と医師である精神保健審判員の合議体において、処遇の要否

及び内容を適切に判断することとされている（心神喪失者等医療観察法第 2条、

第 33 条ないし第 42 条）。 

107.なお、本条に関しては、政策委員会より、次のような指摘がなされている。

（より詳しくは、付属文書を参照のこと） 

精神保健福祉法等の制度と運用については、医療保護入院についての規定で

ある精神保健福祉法第 33 条の妥当性について再検証をする必要がある。精神

科における患者の権利擁護のため家族や医療従事者から独立した権利擁護者

の関与が不可欠である。認知症も含め、本人の意思が反映されない入院の減少

につなげていくことが大切であり、そのためにも、継続的に調査を実施した上

で、最新の正確な統計に基づいて議論を行う必要がある。 

 

第 15 条  拷問又は残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰

からの自由 

108.刑事収容施設法、少年院法及び少年鑑別所法においては、被収容者の人権を

尊重しつつ、状況に応じた適切な処遇を行うことが定められており、矯正施設

における障害者の処遇については、各人の障害の内容・程度等に応じた適切な
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処遇を行っている。 

109.刑法上、暴行罪（刑法第 208 条）、傷害罪（同法第 204 条）、特別公務員暴行

陵虐罪（同法第 195 条）等を処罰する規定があり、これらの罪に該当する行為

は、障害者に対するものも含め、処罰することが可能である。検察においては、

刑罰法令に触れる事実が認められる場合には、法と証拠に基づき、適切に対処

している。 

 

第 16 条  搾取、暴力及び虐待からの自由 

110.「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（以下「障

害者虐待防止法」という。）第 4条において、国及び地方公共団体は、その責務

として、障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害者の迅速かつ適切な保護

及び自立の支援並びに適切な養護者に対する支援を行うため、関係機関及び民

間団体の間の連携の強化、民間団体の支援等に努めなければならないとされて

いる。また、同法第 29 条では、就学する障害者に対する虐待の防止として、学

校の長は、就学する障害者に対する虐待の相談に係る体制の整備、就学する障

害者に対する虐待に対処するための措置など、虐待を防止するために必要な措

置を講ずることとされている。さらに、同法第 32 条及び第 36 条に基づき、全

ての市町村又は都道府県において、市町村障害者虐待防止センター又は都道府

県障害者権利擁護センターの機能を果たす部局又は施設を有している。 

111.刑法上、暴行罪（刑法第 208 条）、傷害罪（同法第 204 条）、保護責任者遺棄

罪（同法第 218 条）、逮捕監禁罪（同法第 220 条）、脅迫罪（同法第 222 条）、強

要罪（同法第 223 条）等を処罰する規定があり、これらの罪に該当する行為は、

障害者に対するものも含め、処罰することが可能である。刑事訴訟法は、前記

の犯罪に関し、司法警察職員、検察官、検察事務官などに捜査権限を与え、検

察官に訴追権限を与えている（刑事訴訟法第 247 条）。検察においては、刑罰法
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令に触れる事実が認められる場合には、法と証拠に基づき、適切に対処してい

る。 

112.検察官が事件の捜査の結果を踏まえ、当該事件を起訴しないこととした場合

に、その処分に不服がある者（障害者を含む。）は、検察審査会法に基づき、検

察審査会に不服を申し立てることができる。一定の場合には、検察審査会は起

訴すべき旨の議決を行うことができ、その場合、裁判所が指定する弁護士によ

って当該事件が起訴される。 

113.法務省の人権擁護機関では、全国の法務局・地方法務局において、障害者の

人権問題を含むあらゆる人権問題について相談に応じており、人権侵害の疑い

のある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、関係機関とも

連携・協力し、事案に応じた適切な措置を講じている。 

114.2004 年 12 月に成立した「犯罪被害者等基本法」は、犯罪被害者等のための

施策を総合的かつ計画的に推進することによって、犯罪被害者等の権利利益の

保護を図ることを目的としており、その基本理念として、同法第 3 条第 1 項に

おいて、障害者を含め、すべて犯罪被害者等は、個人の尊厳が重んぜられ、そ

の尊厳にふさわしい処遇を保障される権利を有することなどが定められている。

また、同条第 2 項において、犯罪被害者等のための施策は、犯罪被害者等が置

かれている状況その他の事情に応じて適切に講ぜられるものとすることとされ

ている。同法に基づき、2011 年 3 月に閣議決定された「第 2次犯罪被害者等基

本計画」では、四つの基本方針（四つの基本方針：尊厳にふさわしい処遇を権

利として保障すること、個々の事情に応じて適切に行われること、途切れるこ

となく行われること、国民の総意を形成しながら展開されること）の下、241

の具体的施策が掲げられており、現在、関係府省庁において同計画に基づく施

策が進められている。 
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115.配偶者からの暴力事案等、人身の安全を早急に確保する必要の認められる事

案については、被害者等の安全の確保を最優先に、加害者の検挙、被害者等の

保護措置等、組織による迅速・的確な対応を推進している（「配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護等に関する法律」）。 

116.「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に基づき、地

方公共団体に置かれている配偶者暴力相談支援センターにおいて、障害者を含

め、配偶者等からの暴力被害者からの相談に応じる等の適切な支援を行ってい

る。 

117.児童虐待の防止等に関する法律（以下「児童虐待防止法」という。）において、

児童に対する虐待の禁止、児童虐待の予防及び早期発見その他の児童虐待の防

止に関する国及び地方公共団体の責務、児童虐待を受けた児童の保護及び自立

の支援のための措置等が定められており、児童の保護が図られている。 

118.警察では、児童虐待防止法第 6 条に基づき、児童虐待を受けたと思われる児

童を発見した場合は、速やかに児童相談所に通告することとしている。また、

同法第 10 条に基づき、児童相談所長が児童の安全確認、一時保護等を行う場合

に、児童相談所長から警察署長に援助の求めがあったときであって、児童の安

全又は身体の安全を確認し、又は確保するため必要と認めるときは、警察官職

務執行法その他の法令の定めるところによる措置を講じることとしている。 

 

第 17 条  個人をそのままの状態で保護すること 

119.障害者基本法において、全ての国民が障害の有無にかかわらず、等しく基本

的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されること、全ての障害者が

基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわし

い生活を保障される権利を有することを前提として、社会を構成する一員とし

て社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるこ
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とが規定されている（障害者基本法第 1条、第 3条）。 

 

第 18 条  移動の自由及び国籍についての権利 

120.出生による国籍取得については国籍法第 2条、国籍喪失については同法第 11

条、国籍離脱については同法第 13 条において定められており、障害の有無で差

異を設けていない。また、我が国の国籍法上、障害者であることを理由に、国

籍を剥奪するとの法制はとっていない。 

121.基本的に我が国における国籍証明書は戸籍謄本又は旅券であるが、戸籍謄本

については、戸籍法第 10 条によって取得可能であり、戸籍謄本の取得の可否に

ついて障害の有無で差異を設けていない。さらに、戸籍法及び国籍法上、出生

登録、氏名を有すること、出生時の国籍取得及び戸籍上の父母を知ることに関

する権利について、障害の有無で差異を設けていない。 

122.憲法第 22 条において、移転の自由、外国に移住する自由が保障されている。

出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」という。）においては、障害を理由

として出入国手続を利用すること自体を阻害する規定はない。また、入管法第

25 条は外国人の出国の事実を確認する手続を、同法第 61 条は日本人の帰国の

事実を確認する手続をそれぞれ規定しているが、これらの手続は、障害者を含

め、外国人又は日本人が自国に戻ること自体を法律上禁止又は制限するもので

はない。 

 

第 19 条  自立した生活及び地域社会への包容 

123.障害者基本法において、全て障害者は、社会を構成する一員として社会、経

済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されることとともに、

障害者が、可能な限り、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保さ

れ、地域社会において他の人々と共生することを妨げられないことが基本原則
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とされている（障害者基本法第 3条）。また、国及び地方公共団体が、障害者が

生活支援その他自立のための適切な支援を受けられるよう必要な施策を講じる

ことを義務付けている（同法第 14 条第 3項）。 

124.障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスとして、障害者が地域で安心し

て暮らすことができるよう、単身等での生活が困難な障害者が共同して自立し

た生活を営む住居（グループホーム）において、相談や家事等の支援、必要に

応じて食事や入浴等の介護といった日常生活上の援助を行う「共同生活援助」

を実施している。 

 また、障害者が地域で暮らしていくためには、在宅で必要な支援を受けられる

ことが前提となるため、利用者の実態やサービスの提供形態に応じ、居宅にお

いて入浴、排せつ又は食事の介護などを提供する「居宅介護」のほか、「重度訪

問介護」、「同行援護」、「行動援護」及び「重度障害者等包括支援」を実施して

いる。 

125.これらに加え、自宅で障害者の介護を行う者が病気等の理由により施設への

入所が必要な場合に、短期間、夜間も含めて施設において入浴等の介護を提供

する「短期入所」も行っている。 

126.また、身体障害者や難病患者等の日常生活や社会生活の向上を図るために、

身体機能を補完又は代替するものとして、補装具（義肢、装具、車椅子、盲人

安全つえ、補聴器等）の購入又は修理に要した費用の一部について公費を支給

する「補装具費支給制度」を実施しているほか、障害者総合支援法第 77 条に基

づく市町村の地域生活支援事業として、日常生活を営むのに支障のある障害者

等に対して、日常生活の便宜を図るため、特殊寝台、特殊マット、入浴補助用

具等を給付又は貸与する「日常生活用具給付等事業」を、地域の実情や障害者

等のニーズに応じた柔軟な形式で実施している。 
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127.身体障害者、知的障害者及び精神障害者について、それぞれ身体障害者手帳

制度、療育手帳制度、精神障害者保健福祉手帳制度が設けられており、手帳所

持者に対して各種の支援策が講じられている。 

128.長期にわたって入院している精神障害者の地域移行に関して、検討会におい

て、地域の受け皿づくりの在り方等についての具体的な方策等が議論され、地

域移行の一層の推進に向けた方向性として、退院に向けた支援、居住の場の確

保等の地域生活の支援などを徹底して実施するとともに、地域へ移行した精神

障害者が退院後の地域生活を維持・継続するための医療の充実が図られるよう、

病院の構造改革が必要とされた。今後、この方向性を踏まえ、必要な施策の具

体化に向けて取り組むこととしている。 

129.難病の患者がその社会参加の機会が確保され、地域社会において尊厳を保持

しつつ他の人々と共生することを妨げられないよう、難病に関する施策を総合

的に行うことを基本理念とする「難病の患者に対する医療等に関する法律」（以

下「難病法」という。）が2015年1月から施行されている(第25条「健康」参照。)。 

130.また、障害者総合支援法においては、2013 年 4 月以降、「共同生活援助」や

「居宅介護」といった障害福祉サービス等を利用することのできる障害者の範

囲に難病患者等を加えており、難病等の対象疾病について、2013 年 4 月の時点

で対象とされていた130疾病から、2015年7月以降は332疾病に拡大している。 

（意思疎通支援については、第 21 条「表現及び意見の自由並びに情報の利用の機

会」参照） 

131.なお、本条に関しては、政策委員会より、次のような指摘がなされている。

（より詳しくは、付属文書を参照のこと） 

医療的ケアを必要とする重度障害者等の地域移行の支援については、地域に

よってサービスの水準や運用に差異があるなどして利用しづらかったり、保護



39 
 

者に過重な負担となったりしている。人間らしく生きるための 24 時間の医療的

ケア保障、介護保障が必要である。 

また、精神障害者の地域移行の支援については、精神科医療そのものの地域

移行が必要である。精神科に入院している人の地域移行を考えるのと同時に、

地域にいる精神障害者を訪問してサービスを提供すること等、精神障害者が地

域で生活できるような資源を開発することが重要である。 

 

第 20 条  個人の移動を容易にすること 

132.障害者基本法において、国及び地方公共団体に対して、障害者が生活支援そ

の他自立のための適切な支援を受けられるよう必要な施策を講じることを義務

付け（障害者基本法第 14 条第 3 項）、専門的知識又は技能を有する職員を育成

することについて努力義務を課し（同条第 4 項）、障害者が可能な限り身近な場

所で適切な支援を受けられるよう施策を講ずること、人権を十分に尊重するこ

とを義務付け（同条第 5項）、福祉用具及び身体障害者補助犬の給付又は貸与そ

の他障害者が日常生活を営むのに必要な施策を講じることを義務付け（同条第

6項）、福祉用具の研究開発、身体障害者補助犬の育成等を促進することを義務

付けている（同条第 7項）。 

133.障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスとして、視覚障害により移動に

著しい困難を有する障害者等に対し、外出時に同行し、移動に必要な情報を提

供するとともに、移動の援護等を提供する「同行援護」を実施している。2015

年 2 月には 21，910 人が当該サービスを利用しており、制度創設時（2011 年 10

月）の利用者数（8，299 人）と比較して約 2.6 倍に伸びている。また、障害者

総合支援法第 77 条に基づく市町村の地域生活支援事業として、屋外での移動が

困難な障害者等に対し、外出のための支援を行うことにより、地域における自

立した生活及び社会参加を促すため、各市町村が、地域の特性や利用者のニー
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ズに応じて、ガイドヘルパーの派遣等のサービスを提供する「移動支援事業」

が実施されている。2014 年 3 月の利用者数（個別支援型）は 100，488 人であ

る。 

134.「身体障害者補助犬法」第 3 条第１項において、補助犬訓練事業者は、身体

障害者補助犬（盲導犬、補助犬及び聴導犬）を使用しようとする各身体障害者

に必要とされる補助を的確に把握し、その身体障害者の状況に応じた訓練を行

うことにより、良質な身体障害者補助犬を育成しなければならないとされてい

る。 また、障害者総合支援法第 78 条に基づく都道府県の地域生活支援事業と

して、身体障害者補助犬を使用することにより社会参加が見込まれる身体障害

者のために、その育成に要する費用を助成する「身体障害者補助犬育成事業」

が実施されている。 

 

第 21 条  表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会 

135.障害者基本法において、国及び地方公共団体に対して、障害者が利用しやす

い電子計算機及びその関連装置その他情報通信機器の普及、電気通信及び放送

の役務の利用に関する障害者の利便の増進、障害者に対して情報を提供する施

設の整備等が図られるよう必要な施策を義務付けている（障害者基本法第 22

条第 1項）。また、行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推

進に当たって、障害者の利用の便宜が図られるよう特に配慮することを義務付

けている（同条第 2項）。 

136.公的な活動における手話・点字等の意思疎通の手段、形態及び様式の使用の

受入れと容易化に関しては、障害者基本法において、全て障害者は、可能な限

り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会

が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機

会の拡大が図られることとされている（障害者基本法第 3条）。なお、地方公共
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団体の中には、手話言語条例を制定し、積極的に手話の普及を図っているとこ

ろもある。 

137.一般公衆に対してサービスを提供する民間の団体に対する情報及びサービス

を障害者にとって利用可能な様式で提供するよう要請すること、及びマスメデ

ィアがサービスを障害者にとって利用しやすいものとするように奨励すること

に関しては、障害者基本法において、電気通信及び放送その他の情報の提供に

係る役務を行う事業者に対し、障害者の利用の便宜を図る努力義務を課してい

る（障害者基本法第 22 条第 3項）。 

138.第 2 次障害者基本計画（Ⅲ7．（2）a.）において、障害者にとって使いやすい

ように配慮した情報通信機器設計の指針等を JIS（日本工業規格）化すること

としており、「日本工業規格（JIS X8341-3） 高齢者・障害者等配慮設計指針－

情報通信における機器、ソフトウエア及びサービス－第 3 部：ウェブコンテン

ツ」を 2004 年に制定した。また、2013 年 6 月に高齢者や障害者等に配慮した

情報通信機器のソフトウェアを設計するための手引きをＪＩＳ規格化した。 

139.障害者総合支援法第 77 条及び第 78 条に基づく地域生活支援事業として、市

町村及び都道府県において、聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害に

より、意思疎通を図ることに支障がある障害者等のために、意思疎通支援を行

う者（手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等）の派遣や設置、

点訳、音声訳等による支援などを行う意思疎通支援事業や、点訳奉仕員、朗読

奉仕員、要約筆記者、手話奉仕員、手話通訳者等を養成する事業が実施されて

いる。2013 年４月からは、手話通訳者、要約筆記者及び盲ろう者向け通訳・介

助員を養成する事業を都道府県の必須事業とするとともに、意思疎通支援を行

う者の派遣を行う事業について市町村が実施できない場合等には都道府県が実

施する仕組みとするなど、意思疎通支援の強化を図っている。 
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140.視聴覚障害者の社会参加支援を目的として、点字・録音図書、字幕（手話）

付き映像ライブラリー等の製作及び貸出を行い、手話通訳者や要約筆記者の派

遣、相談等を行う視聴覚障害者情報提供施設を整備している。 

141.ネットワークを利用し、新聞情報等を即時に全国の点字図書館等で点字デー

タにより受信でき、かつ、視覚障害者が自宅にいながらにしてウェブ上で情報

を得られる「点字ニュース即時提供事業」や視覚障害情報総合ネットワーク「サ

ピエ」による点字・録音図書情報等の提供を行っている。 

（字幕放送等の普及、通信・放送役務の提供又は研究開発については、第 9条「施

設及びサービス等の利用の容易さ」参照） 

142.なお、本条に関しては、政策委員会より、次のような指摘がなされている。（より詳

しくは、付属文書を参照のこと） 

情報提供や意思疎通支援をさらに充実することが求められる。様々なメディアや

場面において、特に、緊急時の対応、個別性の高いコミュニケーション方法を用いる

人たちへの対応、省庁横断的な対応に課題がある。 

また、障害の多様性に対応したアクセシブルな教材の提供や行政情報のバリアフ

リー化になお課題があることが指摘された。 

 

第 22 条  プライバシーの尊重 

143.刑法上、住居侵入罪（刑法第 130 条）、秘密漏示罪（同法第 134 条第 1項）、

名誉毀損罪（同法第 230 条）、侮辱罪（同法第 231 条）、信用毀損罪（同法第 233

条）等を処罰する規定があり、これらの罪に該当する行為は、障害者に対する

ものも含め、処罰することが可能である。検察においては、刑罰法令に触れる

事実が認められる場合には、法と証拠に基づき、適切に対処している。 

144.障害の有無に関わらず、ある者の違法な行為によりプライバシー権を侵害さ

れた者は、当該行為をした者に対して、不法行為に基づく損害賠償請求をする
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ことができ（民法第 709 条、第 710 条）、当該行為が名誉毀損に当たる場合には、

謝罪広告等名誉を回復するのに適当な処分を命ずるよう裁判所に請求すること

ができる（同法第 723 条）。また、その場合には、民法に明文の規定はないが、

プライバシー権を侵害された者は、人格権に基づき、加害者に対して、現に行

われている侵害行為を排除し、又は将来生ずべき侵害を予防するため、侵害行

為の差止めを求めることができると解されている。 

145. 個人情報保護法は、障害者も含め、特定の個人を識別できる情報（個人情報）

について、目的外利用の制限（個人情報保護法第 16 条）、第三者提供の制限（同

法第 23 条）、安全管理措置（同法第 20 条）、本人からの開示等の求めへの対応

（同法第 25 条から第 27 条）などの義務を課し、個人情報の適正な取扱いを図

っている。また、本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないよ

うにその取扱いに特に配慮を要するもの（要配慮個人情報）について特別の規

律を設ける等を内容とする改正法が 2015 年９月に成立した。 

146.施設基準省令第 49 条において、指定障害者支援施設等の従業者及び管理者は、

正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしては

ならない旨定めるとともに、過去に従業者等であった者が秘密を漏らさないよ

う必要な措置を講じなければならないこととしている。なお、指定障害者支援

施設等のほか、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業所や児童福祉

法に基づく指定障害児入所施設などにおいても同様の規定を設けている。 

147.精神保健福祉法第 53 条及び第 53 条の 2においては、精神科病院の管理者、

精神保健指定医など、その職務の執行において精神障害者に関する秘密を知り

得る職にある者がその秘密を正当な理由なく漏らしたときの罰則規定を設けて

いる。 

 

第 23 条  家庭及び家族の尊重 
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148.我が国は、憲法第 24 条において婚姻の自由を規定している（なお、成年被後見人

が婚姻及び協議離婚をするのに、その成年後見人の同意を要しない（民法第 738 条、

第 764 条）。）。また、我が国の民法は、児童の後見、監督、財産管理及び養子縁組

についての権利及び責任につき、障害の有無による差異を設けていない。 

149.親権者には、子の居所指定権が付与されており（民法第 821 条）、子が父母の意

見に反してその父母から分離されないことが確保されている。もっとも、父又は母に

よる虐待等により子の利益が著しく害される場合には親権喪失の審判により（同法

第 834 条）、父又は母による親権の行使が困難であるなどして子の利益が害される

場合には親権停止の審判により（同法第 834 条の 2）、いずれも子の利益を守るため

に子がその父母から分離されることがある。これらの審判により親権を行う者がない

こととなった場合には、子の利益を保護するために、未成年者に対して後見が開始

される（同法第 838 条）。 

150.障害者権利条約第 23 条 4 の規定が、締約国の出入国管理上の適正な処分の妨

げになるものではないと理解しているが、このような解釈が条約の文言上必ずしも一

義的に明確ではないため、出入国管理及び難民認定法に基づく退去強制の結果と

して児童が父母から分離される場合に適用されるものではないとの解釈宣言を行っ

ている。 

151.障害者総合支援法第 77 条に基づく市町村の地域生活支援事業として、地域の障

害者等の福祉に関する様々な問題について、障害者等、障害児の保護者又は障害

者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言等を提供するとと

もに、障害者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡

調整等の必要な援助を行う事業が実施されている。また、障害者総合支援法第 78

条に基づく都道府県の地域生活支援事業として、特に専門性の高い相談支援に係

る事業が実施されている。 
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152.児童福祉法については、2014 年度に「児童福祉法の一部を改正する法律」が公布

及び施行され、新たな小児慢性特定疾病医療費助成制度が確立したと同時に、小

児慢性特定疾病児童等の自立支援事業について法定されることとなった（児童福祉

法第 19 条の 2～第 19 条の 22）。 

153.児童福祉法第 12 条により、児童相談所の設置が規定されており、児童相談所

における相談援助活動は、常に児童の最善の利益を考慮し、援助活動を展開し

ていくことを必要としている。また、同法に基づき、相談、通告を受けた場合

は、児童やその家庭の状況等を勘案して適切に対応している。保護者が、児童

を虐待し、著しくその監護を怠り、その他保護者に監護させることが著しく当

該児童の福祉を害する場合については、児童の最善の利益を考慮し、都道府県

は、施設入所の措置等をしている。市町村は、児童についてやむを得ない事由

により、保育を受けることが著しく困難であると認めるときは、当該児童に対

して保育を行うこととなっている。これらの措置等は障害の有無に関わらず行

われる。 

 
第 24 条  教育 

154.憲法第 26 条は、すべての国民に対して、その能力に応じて等しく教育を受ける権

利を保障している。また、国民に対して、その保護する子女に普通教育を受けさせる

義務を課しており、義務教育は無償と規定されている。 

155.教育基本法第 4 条第 2 項において、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十

分な教育を受けられるよう、教育上必要な支援を講じなければならないことが規定さ

れている。また、障害者基本法第16条は、国及び地方公共団体に対して、障害者が、

その年齢、能力に応じ、かつ、その特性を踏まえた十分な教育が受けられるように

するため、可能な限り障害者である児童生徒が障害者でない児童生徒と共に教育

を受けられるよう配慮しつつ、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な
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施策を講じること、また、国に対して障害者の教育に関する調査研究を推進すること

等を義務付けている。 

156.学校においては、学校教育法体系に基づき、障害のある幼児児童生徒の自立や

社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、一人一人の教育的

ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するた

め、適切な指導及び必要な支援を行う特別支援教育が実施されており、通常の学級、

通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった、連続性のある「多様な学

びの場」が整備されており、引き続きこれらの場の充実に取り組んでいく。2014 年 5

月現在、小・中学校において通級による指導を受けている児童生徒数は 83，750 人

（2009 年 5 月：54,021 人）、小・中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒数は 187，

100 人（2009 年 5 月：135,166 人）、特別支援学校（幼稚部から高等部まで）に在籍す

る幼児児童生徒数は 135，617 人（2009 年 5 月：117,035 人）である。なお、特別支援

学校に在籍する児童生徒等について、障害者基本法第 16 条の「障害者である児童

及び生徒と障害者でない児童及び生徒との交流及び共同学習を積極的に進めるこ

とによって、その相互理解を促進しなければならない。」との規定等を踏まえ、小・中

学校等に在籍する障害のない児童生徒との交流及び共同学習が行われている。ま

た、我が国では、義務教育段階において、病弱・発育不全を理由として保護者の申

し出により就学猶予・免除を受けている児童生徒は、2014 年度は 48 人（0.0005％）

である。 

157. 幼稚園、小学校、中学校、高等学校においては、日常生活上、学習生活上のサ

ポート等を行う特別支援教育支援員の配置等による支援が行われている。特別支

援教育支援員は年々拡充されており、2014 年度については、前年度から 3，400 人

増の 49，700 人分の地方財政措置を行っている。また、日常的に医療的ケアが必要

な幼児児童生徒は公立特別支援学校において 7,774 人（2013 年度：7,842 人）、公立
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小・中学校において 976 人（2013 年度：813 人）である。なお、公立小・中学校におい

て、日常的に校舎内において障害のある児童生徒に付き添っている保護者等の人

数は 1,897 人である。 

158.就学先決定の在り方については、2013年 8月に学校教育法施行令を改正し、就学

基準に該当する障害のある子供は特別支援学校に原則就学するという従来の就学

先決定の仕組みを改め、障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、

教育学、医学、心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた

総合的な観点から就学先を決定する仕組みとするとともに、保護者及び専門家から

の意見聴取の機会を拡大した。その際、本人、保護者の意向を可能な限り尊重し、

教育委員会が決定することとした。2014 年度の小学校・特別支援学校就学予定者

（新第１学年）として、市区町村教育支援委員会等の調査・審議対象となった人数は、

42，352 人（2013 年度：39，208 人）、うち、学校教育法施行令第 22 条の 3（特別支援

学校に就学することが可能な障害の程度）に該当する人数は 8，651 人（2013 年度：

8,453 人）である。そのうち、公立特別支援学校に就学した人数は 6,341 人（2013 年

度：6,190 人）である。 

159.また、障害のある児童生徒等の保護者等の経済的負担を軽減するために、特別

支援教育就学奨励費の支給等の支援が行われている。 

160. 小・中学校等の学習指導要領において、障害のある児童生徒については、個別

の教育支援計画等を作成することなどにより、個々の児童生徒の障害の状態等に

応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的に行うこと、障害のある児童生徒と障害

のない児童生徒との交流及び共同学習の機会を設けることのほか、誰に対しても公

正、公平にし、差別や偏見のない社会の実現に努めること、障害のある人々などと

の触れ合いを充実するよう工夫すること等を指導することが規定されている。なお、

幼稚園、小・中学校、高等学校における個別の教育支援計画の作成率は年々向上
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しており、2014 年度の作成率は 81.5％である。 

161.特別支援学校学習指導要領においては、障害種ごとの配慮事項が規定されてい

る。視覚障害者である児童生徒を教育する特別支援学校の配慮事項として、小中学

部においては「児童の視覚障害の状態等に応じて、点字又は普通の文字の読み書

きを系統的に指導し、習熟させること。なお、点字を常用して学習する児童に対して

も、漢字・漢語の理解を促すため、児童の発達の段階等に応じて適切な指導が行わ

れるようにすること」等が規定されており、これらを踏まえた指導が行われている。ま

た、聴覚障害者である児童生徒を教育する特別支援学校の配慮事項として、例えば

小中学部においては「児童の聴覚障害の状態等に応じ、音声、文字、手話等のコミ

ュニケーション手段を適切に活用して、意思の相互伝達が活発に行われるように指

導方法を工夫すること」等が規定されており、手話をはじめとする多様なコミュニケー

ション手段を選択・活用した指導が行われている。また、独立行政法人国立特別支

援教育総合研究所における都道府県の指導者を対象とした研修の中で、手話又は

点字に関する内容を扱っている。なお、小・中学校の通級による指導や特別支援学

級で特別の教育課程を編成する場合は、特別支援学校の学習指導要領を参考とし、

実情に合った教育課程を柔軟に編成することとしている。 

162.「障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の普及の促進等に関する

法律」においては、障害のある児童生徒のための文字や図形等を拡大した教科書

や点字教科書の発行の促進を図るとともに、その使用の支援について必要な措置

を講ずること等により、教科用特定図書等の普及の促進等を図ることとされている。

2014 年度に小・中学校等の義務教育諸学校で使用される教科書に対応した拡大教

科書は全点発行された。高等学校段階については、視覚障害特別支援学校高等部

で使用されている主たる教科に関する拡大教科書は全点発行されたが、高等学校

で使用される教科書については、教科書の種類が非常に多く、十分に普及していな
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いため、普及促進を図るための調査研究を行っている。 

163.教育職員免許法等において、幼稚園、小・中学校、高等学校の教諭の普通免許状

を取得するためには、特別支援教育に関する事項を含んだ科目の単位を修得しな

ければならない。また、特別支援学校の教員は、原則として特別支援学校の教員の

免許状を有していることが必要である。 

164.教育基本法の趣旨も踏まえ、政府の障害者基本計画において、障害のある児童

生徒の後期中等教育への就学を促進するための配慮及び福祉、労働等との連携の

下での、就労支援の充実を図ることとしている。また、高等教育における支援の推進

として、障害のある学生への個々の障害特性に応じた情報保障やコミュニケーション

上の配慮、施設のバリアフリー化、入試等における適切な配慮、大学等における情

報公開を推進することとしている。 

165.教育基本法第 3 条において、障害者を含む国民一人一人の共通理解の下、国及

び地方公共団体をはじめ、学校、家庭、さらに各種団体や企業等も含め地域を通じ

た社会全体で、生涯学習社会の実現が図られるべきという「生涯学習の理念」を規

定している。また、同法第 4 条に教育の機会均等を規定し、その第 2 項として、障害

のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受けられるよう、教育上必要な

支援を講じる義務を国及び地方公共団体に課している。(文科省)さらに、同法第 12

条に社会教育を規定し、個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われ

る教育は、国及び地方公共団体によって奨励されなければならないとしている。 

166.職業能力開発促進法第 15 条の 6、第 16 条において、障害者職業能力開発校（全

国に 19 校）の設置等を定めている。また、同法第 3 条の 2 第 4 項では、身体又は精

神に障害がある者等に対する職業訓練は、特にこれらの者の身体的又は精神的な

事情等に配慮して行わなければならないと規定されており、他の職業訓練施設にお

いても障害者に対する配慮がなされている。なお、一般の公共職業能力開発校にお
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ける障害者の受講状況は、2012 年度は 608 人、2013 年度は 663 人となっている。 

167.なお、本条に関しては、政策委員会より、インクルーシブ教育を推進していくために、

我が国が目指すべき到達点に関する議論、また、進捗状況を監視するための指標

の開発とデータ収集が必要であるとの指摘があった。また、具体的な課題として、個

別の教育支援計画、個別の指導計画の実効性の担保、合理的配慮の充実、本人

及び保護者の意思の尊重、特別支援教育支援員の配置や教育的ニーズに応じた

教材の提供といった環境の整備などについて問題提起があった。（より詳しくは、付

属文書を参照のこと） 

 

第 25 条  健康 

168.障害者総合支援法では、障害者等の障害の軽減を図り、自立した日常生活又

は社会生活を営むために必要な医療として、身体障害を軽減又は除去するため

の治療（更生医療及び育成医療）及び精神疾患に対する継続的な治療（精神通

院医療）を自立支援医療と位置付け、その医療費の一部又は全部を公費で負担

することとし、障害者のための医療・リハビリテーション医療の充実を図っている。 

169.精神障害者に対する保健・医療・福祉に携わる全ての関係者が目指すべき方向性

として、2014 年 3 月に、「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保す

るための指針」（2014 年厚生労働省告示第 65 号）を策定し、同指針では、入院医療

中心の精神医療から地域生活を支えるための精神医療への改革の実現に向け、地

域で生活するために必要な保健医療サービス及び福祉サービスを提供できる体制

を確保することとしている。 

170.適切な医療を提供するための施策としては、リスクの高い妊産婦や新生児に高度

な医療を提供する周産期医療や外傷等に対する適切な治療を行うための救急医療

等の医療提供体制の充実を図った。また、疾病等の病因・病態の解明、予防、治療

等に関する研究開発を推進するとともに、再生医療等の新たな医療分野について、
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研究開発の推進及び実用化の加速に取り組んでいる。更に保健人材の育成に関し

ては、医師、歯科医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等の医療

従事者につき、資質の向上等に努めた。 

171.難病に関する施策の推進として、難病法案を 2014 年 2 月に国会へ提出した。難病

法は同年 5 月に成立し、2015 年 1 月から施行された。その具体的な内容は、（1）施

策の総合的な推進のための基本方針の策定 （2）公平かつ安定的な医療費助成の

制度の確立 （3）調査研究の推進等であり、その対象として難病に起因する障害を

持つ患者も含んでいる。2015 年 7 月までに、医療費助成の対象疾病が 56 疾病から

306 疾病に拡大した。なお、306 疾病以外の疾病であっても、研究の結果、医療費助

成の対象となる指定難病の要件に合致することが明らかになった疾病は、指定難病

への指定を検討していく予定である。 

 

第 26 条  ハビリテーション（適応のための技術の習得）及びリハビリテーション 

172.障害者基本法において、国及び地方公共団体に対して、リハビリテーション

の提供を行うよう必要な施策を講じることを義務付けている（障害者基本法第

14 条第 1 項）。また、ハビリテーション及びリハビリテーションのサービスに

従事者に対する研修に関しては、障害者基本法において、国及び地方公共団体

に対して、専門的技術職員その他の専門的知識又は技能を有する職員を育成す

る努力義務を課している（同法第 14 条第 4項）。また、ハビリテーション及び

リハビリテーションに関連する補装具や支援機器の利用可能性等の促進に関し

ては、国及び地方公共団体に対して、福祉用具等の給付又は貸与その他障害者

が日常生活を営むのに必要な施策を講じること（同条第 6項）、及び福祉用具の

研究開発等の促進を義務付けている（同条第 7項）。 

173.障害者雇用促進法第 8 条第 1 項においては、職業リハビリテーションの措置

は、障害者各人の障害の種類及び程度並びに希望、適性、職業経験等の条件に
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応じ、総合的かつ効果的に実施されなければならないと規定されている。また、

職業リハビリテーションを実施しているハローワーク、地域障害者職業センタ

ー、障害者就業･生活支援センターは、2016 年 4 月現在において、それぞれ全

国に 544 箇所、52 箇所、328 箇所配置されており、障害者自身が属する地域社

会の可能な限り近くにおいて利用可能なものとなっている。 

174.さらに、障害者雇用促進法第 20 条第 3号等の規定に基づき、障害者職業総合

センター等において、障害者の職業リハビリテーションに従事する職員である

障害者職業カウンセラー及び職場適応援助者の養成及び研修を実施している。

加えて、同条第 1 号の規定に基づき、障害者職業総合センターにおいて、多様

な障害に対応した職業リハビリテーション技法の研究･開発及び障害者の雇用

拡大に役立つ就労支援機器やソフトウェアの研究･開発を実施している。また、

独立行政法人高齢･障害･求職者雇用支援機構において、障害者を雇用する事業

主や事業主団体を対象として、就労支援機器を一定期間無料で貸し出すことに

より、その普及の促進を図っている。 

 

第 27 条  労働及び雇用 

175.障害者基本法において、何人に対しても、障害者に対して、障害を理由とし

て、差別することその他の権利利益を侵害する行為を禁止している（障害者基

本法第 4条第 1項）。また、国及び地方公共団体に対して、職業相談、職業指導、

職業訓練及び職業紹介の実施その他の必要な施策を講じること（同法第 18 条第

1項）、障害者の雇用を促進するため、障害者に適した職種又は職域について障

害者の優先雇用の施策を講じること（同法第 19 条第 1 項）を義務付けている。

さらに、障害者を雇用する事業主に対して、障害者が雇用されるのに伴い必要

となる施設又は設備等に要する費用の助成その他の必要な施策を講じることを
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義務付けている（同法第 19 条第 3項）。 

176.積極的差別是正措置を含む適当な措置等による障害者の雇用の促進について、

障害者雇用促進法は、第 38 条及び第 43 条に基づき、事業主等に対してその常

時雇用する労働者の数に法定雇用率（公的機関：2.3％、民間企業：2.0％）を

乗じて得た数（法定雇用障害者数）以上の数の障害者を雇用する義務を課して

いる。この算定にあたって、重度身体障害者及び重度知的障害者については、

その１人をもって２人の障害者である労働者に相当するものとし、短時間労働

者（週の所定労働時間が週 20 時間以上 30 時間未満である者）はその１人をも

って 0.5 人の障害者である労働者に相当するものとしている。2015 年 6 月現在

の民間企業における実雇用率は 1.88％（前年 1.82％）であり、雇用障害者数は

453，133.5 人と前年比 5.1％（21，908 人）増加となり、12 年連続で過去最高

を更新し、我が国の障害者雇用は着実に進展している状況である。なお、雇用

障害者数の内訳は、身体障害者数は 320，752.5 人、知的障害者数は 97，744

人、精神障害者数は 34，637 人となっている。 

177.また、事業主間の経済的負担を調整するため、その雇用している障害者数が

法定雇用障害者数未満である事業主から障害者雇用納付金を徴収し、法定雇用

障害者数以上の障害者を雇用している事業主に対しては障害者雇用調整金を支

給している。さらに、障害者雇用促進法第 49 条に基づき、障害者雇用調整金の

支給に加え、障害者の雇用に伴う経済的負担の調整と障害者の雇用の促進及び

継続のため、必要な要件を満たした事業主に対して各種助成金を支給している。 

178.労働市場における障害者の雇用機会の増大については、障害者雇用促進法第

2 章に基づき、職業紹介を含む各種職業リハビリテーションを実施している。

2014 年度のハローワークにおける職業紹介による障害者の就職件数は 84，602

件と5年連続で過去最高を更新しており、そのうち身体障害者の就職件数は28，
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175 件、知的障害者の就職件数は 18，723 件、精神障害者の就職件数は 34，538

件、その他（発達障害、高次脳機能障害など）の障害者の就職件数は 3，166

件となっている。 

179.また、障害者基本計画において、「福祉、教育、医療等から雇用への一層の推

進のため、ハローワークや地域障害者職業センター、障害者就業･生活支援セン

ターを始めとする地域の関係機関が密接に連携して、職場実習の推進や雇用前

の雇入れ支援から雇用後の職場定着支援までの一貫した支援を実施する。」と策

定している。ハローワーク職員が中心となって、福祉施設の職員等の関係者に

よる連携体制を確立し、就職の準備段階から職場定着までの一連の支援を行う

「チーム支援」においては、2014 年度に 26，156 人を支援し、そのうち 14，005

人が就職した。なお、「チーム支援」の支援対象者数の内訳は、身体障害者 3,068

人、知的障害者 11,099 人、精神障害者 10,865 人、その他の障害者 1,124 人で

あり、就職件数の内訳は、身体障害者 1,645 人、知的障害者 6,301 人、精神障

害者 5,579 人、その他の障害者 480 人となっている。 

180.さらに、同基本計画において、「障害者の身近な地域において、雇用、保健福

祉、教育等の関係機関の連携拠点である障害者就業・生活支援センターの設置

の促進・機能の充実を図り、就業面及び生活面からの一体的な相談支援を実施

する。また、地域の就労支援機関と連携をしながら、継続的な職場定着支援を

実施する。」と策定している。2014年度の障害者就業・生活支援センターの支援

対象者は140，838人、就職件数は18，379件となっている。 

181.なお、本条に関しては、政策委員会より、次のような指摘がなされている。

（より詳しくは、付属文書を参照のこと） 

障害者の雇用・就業の推進のためには、障害者や企業に対する支援の更なる

充実をはかることや、改正障害者雇用促進法の趣旨や法に基づく「障害者差別
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禁止指針」及び「合理的配慮指針」等について情報提供し、着実に実施するこ

とが重要である。 

  

第 28 条  相当な生活水準及び社会的な保障 

182.障害者基本法は、国及び地方公共団体に対し、障害者の自立及び生活の安定

に資するため、年金、手当等の制度に関し必要な施策を講じることを義務付け

ている（障害者基本法第 15 条）。特に、住宅の確保については、国及び地方公

共団体に対して障害者のための住宅確保及び住宅整備の促進のための施策を義

務付けている。（同法第 20 条）。また、障害者の経済的負担の軽減のために必要

な施策を講じることとしている（同法第 24 条）。 

183.障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスとして、一般企業等への就労を

希望する障害者に対し、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練

等を提供する「就労移行支援」、一般企業等での就労が困難な障害者に就労する

機会を提供するとともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練等を提供す

る「就労継続支援」を実施している。なお、2013 年度において、就労系障害福

祉サービスの利用を経て一般就労に移行した者の数は 10，001 人であり、2012

年度の数（7，717 人）と比較して大幅に増加している。 

184.公営住宅への入居に関して、公営住宅を管理している地方公共団体の判断に

より、入居者の選考において、一定の障害者世帯の優先的な取扱いを実施して

いる（2005 年国土交通省住宅局長通知）。 

 （公営住宅のバリアフリー化については、第 9 条「施設及びサービス等の利用

の容易さ」参照。） 

185.「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」に基づき、精神又は身体に障害

を有する児童に対して特別児童扶養手当を、精神又は身体に重度の障害を有す

る児童に対して障害児福祉手当を、精神又は身体に著しく重度の障害を有する
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者に対して特別障害者手当を支給している。なお、2013 年度末時点において、

特別児童扶養手当は、225，201 人、障害児福祉手当は 66，632 人、特別障害者

手当は 121，372 人が受給している。（厚労省） 

 

第 29 条  政治的及び公的活動への参加 

186.障害者基本法第 28 条において、国及び地方公共団体は、法律又は条例の定め

るところにより行われる選挙、国民審査又は投票において、障害者が円滑に投

票できるようにするため、投票所の施設又は設備の整備その他必要な施策を講

じなければならないこととされている。 

187.公職選挙法第 47 条及び公職選挙法施行令第 39 条の規定により、目のみえな

い方々が点字投票を行うことができ、同法第 48 条の規定により、心身の故障そ

の他の事由により、自ら投票用紙に候補者の氏名等を記載することができない

者は、代理投票（代筆投票）を行うことができ、同法第 49 条の規定により、都

道府県選挙管理委員会の指定する病院、老人ホーム、身体障害者援護支援施設

等に入院、入所中の方々が、その施設において投票を行うことができ（指定施

設における不在者投票）、身体に重度の障害のある方 （々身体障害者福祉法に規

定する身体障害者、戦傷病者特別援護法に規定する戦傷病者のうち一定の障害

を有する者等）が、郵便等による投票を行うことができ（郵便等による不在者

投票）、同法第 58 条の規定により、障害者を介助している者等投票管理者が「や

むを得ない事情がある者」と認めた者については、選挙人とともに投票所に入

ることが認められている。また、同法第 150 条、政見放送実施規程の規定によ

り、衆議院比例代表選挙及び都道府県知事選挙の政見放送においては手話通訳

の付与、参議院比例代表選挙においては手話通訳及び字幕の付与が可能であり、

また、衆議院小選挙区選挙においては、候補者届出政党が作成したビデオに手

話通訳や字幕を付与することができる状況にある。また、総務省は公益財団法



57 
 

人明るい選挙推進協会と連携し、選挙啓発を実施しており、その中で、障害者

が可能な投票方法等の周知に努めている。 

188.「地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投票機を用い

て行う投票方法等の特例に関する法律」に基づき、自書を必要とせず、自書が

困難な選挙人であっても比較的容易に投票することができる電子投票の実施の

促進に取り組んでいる。 

189.公職選挙法第 9 条により、選挙権は障害者と障害者でない人とを区別せず保

障されている。同法第 46 条第 4項において、投票用紙に選挙人の名前を記載す

ることが禁止されており、同法第 52 条において、選挙人の投票した被選挙人等

の氏名等を陳述する義務を負わないことが規定されている。さらに同法第 227

条において、公権により投票の秘密を侵害した場合に処罰されることが規定さ

れ、また同法 228 条において、投票に干渉した場合に処罰されることが規定さ

れている。同法第 10 条により、被選挙権についても障害者と障害者でない人と

を区別せず保障されている。 

190.なお、成年被後見人は選挙権及び被選挙権を有しないものとする規定が存在

していたが、2013 年 6 月に施行された、「成年被後見人の選挙権の回復等のた

めの公職選挙法等の一部を改正する法律」（2013 年法律第 21 号）により削除さ

れたところである。 

191.障害者の公務の遂行について、国家公務員法第27条において、すべての国民

が国家公務員の任用、勤務条件及び処分などについて、差別されてはならない

旨規定している。また、地方公務員法第13条において、すべての国民が地方公

務員の任用、勤務条件及び処分などについて、差別されてはならない旨規定し

ている。 
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第 30 条  文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの参加 

192.障害者基本法は、国及び地方公共団体に対して、障害者の文化的意欲を満た

し、若しくは障害者に文化的意欲を起こさせ、又は障害者が自主的かつ積極的

にレクリエーションの活動をし、若しくはスポーツを行うことができるように

するため、施設、設備その他の諸条件の整備、文化、スポーツ等に関する活動

の助成その他必要な施策を講じることを義務付けている（障害者基本法第 25

条）。 

193.2001 年に成立した文化芸術振興基本法は、第 22 条において、障害者が行う

文化芸術活動の充実を図るため、その文化芸術活動が活発に行われるような環

境の整備その他の必要な施策を講ずることを国に義務付けており、当該規定等

に基づき必要な取組を実施している。 

194.2013 年に開催された「障害者の芸術活動への支援を推進するための懇談会」

中間とりまとめを受け、2014 年度からは、障害者の優れた芸術作品の展示を促

進するため、作品の所在や制作活動の現状を把握するための調査や、優れた芸

術作品を広く一般に普及するための取組に関する調査研究等を実施。また、障

害児が継続的に文化芸術活動を実施できる環境を整備するとともに、障害者の

文化芸術活動を支援する活動を行う団体への支援を通じ、障害者の文化芸術活

動の充実を図っている。 

195.2001 年度から、全ての障害者の芸術及び文化活動への参加を通じて、障害者

の生活を豊かにするとともに、国民の障害への理解と認識を深め、障害者の自

立と社会参加の促進に寄与することを目的として全国障害者芸術・文化祭を実

施している。 

196.障害者によるコンサートや作品展、障害者も楽しめる舞台芸術公演や展覧会

等が各地で開催されている。国立劇場や新国立劇場においては、障害者の入場



59 
 

料の割引を、国立美術館、国立博物館においては、展覧会の入場料の無料を実

施しているほか、全国各地の劇場、コンサートホール、美術館、博物館などに

おいて、車いす使用者でも利用ができるトイレやエレベーターの設置等障害者

に対する環境改善も進められている。一方で，視覚障害者や聴覚障害者等の「情

報へのアクセス」の課題を整理し，更なる改善に取り組んでいく必要がある。 

197.2014 年度より文化芸術振興費補助金にて製作支援した映画作品を対象に、聴

覚障害者に、より多くの映画を鑑賞する場を提供する趣旨から、映画の日本語

字幕制作を行おうとする団体へバリアフリー字幕制作支援を行っている。また、

著作権法では、障害者からの要望等を踏まえ、文化的作品への障害者のアクセ

スの確保に関して必要に応じて法的処置を行っている。 

198.2011 年 6 月にスポーツ基本法が成立し、同法第 2条第 5項において、スポー

ツは、障害者が自主的かつ積極的にスポーツを行うことができるよう、障害の

種類及び程度に応じ必要な配慮をしつつ推進されなければならないことを基本

理念として明記した。また、同法の規定に基づいて 2012 年 3 月に策定した「ス

ポーツ基本計画」において、年齢や性別、障害等を問わず、広く人々が、関心、

適性等に応じてスポーツに参画することができる環境を整備することを基本的

な政策課題としている。 

199.文部科学省の調査（2013 年）によると、過去１年間に週１回以上スポーツ・

レクリエーションを行った割合は、成人一般が 47.5%であるのに対し、障害者

（成人）は 18.2%にとどまっており、障害者のスポーツ参加を一層促進する必

要がある。 

200. 2015 年度より、スポーツ関係者と障害福祉関係者が連携・協働体制を構築

し、地域において一体的に障害者スポーツを推進する取組を支援している。 

    また、障害児を含めた障害者の日常的なスポーツ活動を推進するため、特別
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支援学校等を拠点とした障害者のスポーツ活動の拠点づくりを推進するための

支援を実施することとしている。 

201.スポーツ基本法の規定に基づき、障害者スポーツの全国的な祭典である全国

障害者スポーツ大会の円滑な実施等のために、開催者である公益財団法人日本

障がい者スポーツ協会及び開催地の都道府県に対し、必要な援助を行っている。 

202.スポーツ基本法の規定等に基づき、公益財団法人日本障がい者スポーツ協会

に対する補助を通じて、障害者スポーツ教室や体験会等の実施などの障害者ス

ポーツの機会の確保や、障害者スポーツ指導者の養成・研修、パラリンピック、

デフリンピック、スペシャルオリンピックス等の国際大会への選手の派遣等を

推進している。また、選手強化のため、世界大会でメダル獲得が有望な選手・

団体に対し重点的な強化を実施している。その他、同協会において、組織強化

や主催大会の実施、国際大会への日本選手団派遣、パラリンピック競技大会の

メダリストへの報奨金や選手の育成強化を図るための、各企業への協賛や募金

の呼びかけなどを行っている。 

203.障害者のスポーツに対する国民各層の理解と関心は年々高まりをみせており、

国際スポーツ大会に我が国から多数の選手が参加している。2015 年 3 月～4 月

には、ロシアのハンティマンシースク、マグニトゴルスクにて第 18 回冬季デフ

リンピック競技大会が開催され、日本からは 22 名の選手を含む 48 名の日本代

表選手団が参加した。また、2015 年 7 月から 8 月にアメリカのロサンゼルスで

開催された「2015 年スペシャルオリンピックス夏季世界大会・ロサンゼルス」

には、77 名の選手を含む 118 名の日本選手団が参加した。2014 年 3 月には、ロ

シアのソチで「ソチ 2014 パラリンピック冬季競技大会」が開催され、日本から

は 20 名の選手を含む 55 名の日本代表選手団が参加した。 

204.2013 年 9 月に開催された国際オリンピック委員会（IOC）総会において、2020
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年オリンピック・パラリンピック競技大会の開催都市が東京都に決定した。こ

れにより、東京都は史上初めて、2度目のパラリンピック夏季競技大会を開催す

る都市となった。パラリンピック競技大会は、世界のトップアスリートが参加

し、スポーツを通じて、障害者の自立や社会参加を促すとともに、様々な障害

への理解を深めることにつながるものであり、また、利用の容易さに配慮した

会場やインフラの整備により、東京のまち全体を障害者を始めとする全ての

人々が安全で快適に移動できるようになり、ユニバーサルデザイン都市、東京

の実現が促進されるものである。 

205.パラリンピック競技大会を始めとする近年の障害者スポーツにおける競技性

の向上は目覚ましく、障害者スポーツに関する施策を、福祉の観点に加え、ス

ポーツ振興の観点からも一層推進していく必要性が高まっていることを踏まえ、

2014 年度より、スポーツの振興の観点から行う障害者スポーツに関する事業を

厚生労働省から文部科学省に移管し、障害者スポーツをより一層推進している。 

206.障害者総合支援法第 77 条及び第 78 条に基づく地域生活支援事業として、レ

クリエーション活動を通じた障害者等の体力増強、交流、余暇活動の充実等を

図り、また、障害者等がスポーツに触れる機会を提供するため、各種レクリエ

ーション教室や運動会などを開催し、障害者等が社会参加活動を行うための環

境の整備や必要な支援を行う「レクリエーション活動等支援事業」を実施して

いる。 

207.観光立国推進基本法第 21 条において、国は、高齢者、障害者、外国人その他

特に配慮を要する観光旅行者が円滑に利用できる旅行関連施設及び公共施設の

整備及びこれらの利便性の向上に必要な施策を講ずることとされている。これ

に基づき、高齢者や障害者など、観光や移動に際して困難を生じたり何らかの

支援を必要とする方に対して、相談・問合せ等の対応を実施する一元的な窓口
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の立ち上げや、その活動強化に向けた取組を行っている。 

（施設のバリアフリー化、放送を含む情報の利用におけるバリアフリー化、字幕放送等

の普及については、第 9 条「施設及びサービス等の利用の容易さ」参照。） 

 

第 31 条  統計及び資料の収集 

208.障害者基本計画（Ⅳ3）に基づき、具体的な達成目標を設定し、数値等に基づ

き取組の実施状況及びその効果を把握、評価している。内閣府においては、関

係省庁から、障害者に関する基礎的なデータを集め、ホームページに掲載して

いる（基礎データ集）ほか、障害者施策に関する国際比較調査や世論調査、意

識調査などを毎年行い、ホームページ等で公表している。 

209.統計法において、統計調査によって収集された情報については、守秘義務等

を規定しており、障害者に関する情報も含めて適切に保護されているほか、国

際連合で採択された「公的統計の基本原則」を踏まえた基本理念も定めており、

統計の収集及び利用に関する倫理上の原則が遵守されている。また、公的統計

については、その所在に関する情報も含め、インターネットその他の方法によ

り適切に公表を行っている。 

210.国の行政機関により収集された障害者の個人情報は、「行政機関の保有する個

人情報の保護に関する法律」に基づき、適切に取り扱われる。同法の規定に違

反した場合には刑罰が課せられる。同法は、個人情報の保護に関する国際的な

基準であるOECD8原則を具体化しているものであり、国際的に受け入れられた規

範を遵守している。 

また、国家公務員法第100条では、国家公務員は、職務上知ることができた秘

密を漏らしてはならない旨規定している。 

211.なお、本条に関しては、政策委員会より、次のような指摘がなされている。

（より詳しくは、付属文書を参照のこと） 
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障害者に関する政策の監視・評価に使える水準の統計が、国・地方公共団体

ともに不足しており、日本の人口全体を対象とした調査の実施や男女別統計の

実施を徹底すべきである。 

（統計・データについては、Ⅰ「条約締結に至る経緯と現状」参照） 

 

第 32 条  国際協力 

212.障害者基本法においては、国が、障害者の自立及び社会参加の支援等のため

の施策を国際的協調の下に推進するため、外国政府、国際機関又は関係団体等

との情報の交換その他必要な施策を講ずるように努める旨規定されている（障

害者基本法第 30 条）。 

213.我が国は、開発協力大綱に基づき、人間の安全保障を推進する観点から開発

途上国の障害者に対する支援や障害者に配慮した協力を実施している。支援は

主に有償資金協力、無償資金協力及び技術協力により実施している。有償資金

協力では、鉄道建設、空港建設等においてバリアフリー化を図った設計を行う

など、障害者の利用に配慮した協力を行っている。無償資金協力では、障害者

の利用に配慮した協力を実施するとともに、障害者のためのリハビリテーショ

ン施設や職業訓練施設の整備等の協力を行っているほか、日本 NGO 連携無償資

金協力を通じて日本の NGO による障害者支援（障害児の普通学校通学支援、職

業訓練、車椅子供与等）に資金面で協力している。技術協力では、開発途上国

の障害者の社会参加と権利の実現に向けて、独立行政法人国際協力機構（JICA）

を通じて、障害者を対象とした取組に加え、開発プロセスへの障害者の参加も

支援しており、障害者を専門家及び JICA ボランティアとして派遣することも行

っている。 

214.その他にも、アジア太平洋地域への協力として、国連アジア太平洋経済社会

委員会（ESCAP）に対する日本エスカップ協力基金（JECF）を通じた活動支援等
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を実施してきた。 

 

第 33 条  国内における実施及び監視 

215. 我が国における中央連絡先は、内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付参

事官（障害者施策担当）付及び外務省総合外交政策局人権人道課であり、政府

内における調整のための仕組みについては、内閣府政策統括官（共生社会政策

担当）付参事官（障害者施策担当）付が担当する。 

216.障害者権利条約の実施を促進するための枠組みに関して、障害及び障害者に

対する国民の関心、理解を深めるとともに、障害者の社会参加意識の高揚を図

るため、1995 年から、毎年 12 月 3 日から 9 日までの 1 週間を「障害者週間」

としている。前後の期間も含め、全国で、官民にわたって多彩な行事を集中的

に実施するなど、積極的な啓発・広報活動を実施している。 

217.人権擁護に携わる行政機関として法務省に人権擁護局が設けられており、そ

の下部機関として、法務局人権擁護部（全国 8か所）、地方法務局人権擁護課（全

国 42 か所）及びこれらの支局（全国 263 か所（2015 年 4 月 1 日現在））が設け

られている。また、我が国においては、全国で約 1万 4000 人の人権擁護委員（法

務大臣が委嘱した民間のボランティア）が、法務省人権擁護局、法務局・地方

法務局と協力して、人権擁護活動を行っており、以上の法務省人権擁護局、法

務局人権擁護部・地方法務局人権擁護課及びこれらの支局並びに人権擁護委員

を総称して、「法務省の人権擁護機関」と呼んでいる。 

218.法務省の人権擁護機関では、人権教育・啓発推進法第 7 条に基づき策定した

「人権教育・啓発に関する基本計画」により、各種啓発活動を実施している。

具体的には、「障害のある人の自立と社会参加を進めよう」を啓発活動の年間強

調事項の一つとして掲げ、講演会や座談会の開催、啓発冊子等の配布、各種イ

ベントにおける啓発活動を実施している。 
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219.人権教育・啓発推進法第 6 条では、国民は、人権尊重の精神の涵養に努める

とともに、人権が尊重される社会の実現に寄与するよう努めなければならない

と明記している。同法第 7 条に基づき策定した「人権教育・啓発に関する基本

計画」において、人権教育・啓発の推進については、地方公共団体や公益法人、

民間団体、企業等の果たす役割が極めて大きく、これらの団体等が、それぞれ

の分野及び立場において、必要に応じて有機的な連携を保ちながら、人権教育・

啓発に関する基本計画の趣旨に沿った自主的な取組を展開することを期待する

とともに、当該計画の実施に当たっては、これらの団体等の取組や意見にも配

慮する必要があると明記している。 

220.障害者権利条約の実施を保護するための枠組みに関して、法務省の人権擁護

機関では、全国の法務局・地方法務局において、障害者の人権問題を含むあら

ゆる人権問題について相談に応じており、人権侵害の疑いのある事案を認知し

た場合は、人権侵犯事件として調査を行い、関係機関とも連携・協力し、事案

に応じた適切な措置を講じている（法務省設置法第 4条第 26 号、同条第 29 号、

人権擁護委員法第 11 条、人権侵犯事件調査処理規程（法務大臣訓令））。なお、

2014 年の障害者を被害者とする暴行虐待、社会福祉施設における侵犯、差別待

遇、強制強要についての人権相談件数は 2，818 件であり、人権侵犯事件数は

448 件となっている。 

221.障害者権利条約の実施の促進、保護、監視の全般にわたる枠組みに関して、

障害者基本法においては、内閣府に、障害者、障害者の自立及び社会参加に関

する事業の従事者、学識経験者 30 人以内で構成される審議会として「障害者政

策委員会」を置くこととしている（障害者基本法第 32 条、第 33 条）。その構成

については、様々な障害者の意見を聴き障害者の実情を踏まえた協議を行うこ

とができるよう配慮することとされており（同法第 33 条第２項）、現在の構成
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員の半数が障害者本人又はその家族の代表から構成されている。政策委員会は、

「障害者基本計画」の策定又は変更について意見を述べるほか、障害者基本計

画についての調査審議、実施状況の監視などを行い、必要に応じて内閣総理大

臣に対して意見を述べること等ができることとされている（同法第 11 条第 4

項及び第 9項、第 32 条第 2項）。この政策委員会が、本条約第 33 条にいう監視

するための枠組みを担っており、条約の実施の監視は、政策委員会が、障害者

施策の方針の根本を成す障害者基本計画が本条約の趣旨に沿って実施されてい

るかを監視することによって行われる。政策委員会においては、2015 年５月か

ら、本報告の提出を視野に入れて第 3 次障害者基本計画の実施状況の監視を行

い、同年９月にその結果を文書として取りまとめた。（同文書は付属資料参照） 

222.また、障害者基本法においては、都道府県や市町村において、当該都道府県

又は市町村の障害者施策の総合的かつ計画的な推進について調査審議し、及び

その実施状況を監視する合議制の機関を置く（市町村においては「置くことが

できる」）こととされており、また、当該機関の委員の構成については、当該機

関が様々な障害者の意見を聴き障害者の実情を踏まえた調査審議を行うことと

なるよう配慮されなければならないこととされている。（障害者基本法第 36 条）。                                  

（了） 



         

 
 
 
 
 
 

議論の整理 

～第３次障害者基本計画の実施状況を踏まえた課題～ 
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第３次障害者基本計画の実施状況の監視について 

 

平 成 27 年 ９ 月 

障害者政策委員会 

 

我が国は、2014 年１月に障害者の権利に関する条約（以下「権利条約」とい

う。）を批准し、同年２月に同条約が発効した。締約国は権利条約の発効後２

年以内に、国連障害者の権利に関する委員会に条約の実施状況に係る報告を提

出することとされており、また、我が国における政府報告の作成に当たって

は、障害者基本計画の実施状況の監視を通じて、障害者政策委員会（以下「政

策委員会」という。）から意見を聴取し、反映することとされている。そこ

で、今般、権利条約に基づく政府報告の提出を視野に入れて、第３次障害者基

本計画の実施状況の監視を行ったものである。 

 

監視に当たっては、国連障害者の権利に関する委員会の前委員長であるロ

ン・マッカラム氏（シドニー大学名誉教授）を招聘し、同委員会による政府報

告審査の視点や、締約国と同委員会との建設的対話の在り方について御講演い

ただき、意見交換を行うなど、政策委員会の各委員が監視に当たっての心構え

を共有することにも努めた。 

 

監視は、現時点における第３次障害者基本計画の実施状況に沿って、関係府

省から取組状況を聴取しながら、議論を行うことを基本とした。 

 このうち、特に、「成年後見制度も含めた意思決定支援など」、「精神障害

者・医療ケアを必要とする重度障害者等の地域移行の支援など」、「インクル

ーシブ教育システム、雇用など」、「情報アクセシビリティ」の４つのテーマ

については、監視における重点課題と位置付け、政策委員会における議論と並

行して、別途、それぞれのテーマを議論するため、４つのワーキング・セッシ

ョンを開催することとした。 

各ワーキング・セッションにおいては、３、４名の政策委員会委員がコーデ

ィネーターを務め、当該テーマに造詣の深い障害者、関係団体、有識者を選

び、参加を得た上で、意見聴取を行いつつ、掘り下げた議論を行った。 

 

さらに、政策委員会においては、「障害のある女性」、「障害者に関する統

計」という分野横断的なテーマについても議論を行うとともに、特に、ワーキ

ング・セッションで議論した「精神障害者の地域移行の支援」、「インクルー

 



 
 

シブ教育システム」については、重ねて、政策委員会全体で議論を深めたとこ

ろである。 

 

以上、政策委員会においては、本年５月以降、４つのワーキング・セッショ

ンにおける議論（計８回）及びワーキング・セッションの議論を踏まえた全分

野にわたる議論（計５回）を行い、全体で、計 13 回の審議を経て、「議論の

整理 ～第３次障害者基本計画の実施状況を踏まえた課題～」をとりまとめ

た。その中では、政策委員会委員の意見とともに、特に関係する省庁から政策

委員会で示された見解も盛り込み、紹介している。 

 

本年は、第３次障害者基本計画の実施期間の中間年であり、今後、残された

期間における基本計画の実施に当たっては、各府省において、「議論の整理」

を十分踏まえて関係施策を展開することを期待するものである。 
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Ⅲ 分野別施策の基本的方向               

１．生活支援 
（１）成年後見制度も含めた意思決定支援【WSⅠ】 

【論点】成年後見制度は権利条約に抵触するのではないか。 

① 権利条約は代理決定を否定しており、取消権を中心とした保護主義的な代

行型の枠組みである成年後見制度は権利条約に抵触するのではないか。 

② 意思決定をする事項の中には、簡単な行為から高度な法律行為まであり、

内容を理解できない事項については意思決定できない。本人に取り返しの

つかない不利益を及ぼす重要事項の決定には、成年後見制度による権利擁

護が必要であり、権利条約の理念に適っている。 

 

（法務省） 

法務省としては、我が国の成年後見制度は条約に抵触するものではないと認

識している。民法上、成年後見人は、本人（成年被後見人）の意思を尊重し、

心身の状態及び生活状況に配慮する義務を負っている（民法第 858 条）ほか、

本人の利益を保護するために各種の措置が講じられており、これにより本人の

権利、意思及び選好の尊重（条約第 12 条第４項）が図られている。なお、仮

に本人による意思決定が事実上不可能な場合（例えば、重度の認知症患者な

ど）にまで一律に成年後見人等の代理権を認めないとすると、本人は事実上何

らの法律行為をすることができないことになりかねず、かえって本人の保護に

欠けるおそれがあると考えられる。 

 

【論点】成年後見制度そのものに限界があるのではないか。 

① 本人の意思の確認が困難であり、やむを得ず代理決定をする場合でも、成

年後見を限定的なもの、最後の手段として位置付け、意思決定支援も含め

た制度運用の改善を図るべきである。 

② 法律専門職が成年後見人に突然選任されても意思決定支援までは及ばない

という現実もある。成年後見人が一人で対応するのでなく、普段の生活を

熟知した家族・関係者や、福祉の専門職等の意思決定を支援する者が継続

的に集まり、本人を中心に協議するなど、相談・連携できる体制づくりが

必要である。 
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③ 本人の意思の確認、本人の意思に沿った決定は難しいものであり、中長期

的な課題とせざるを得ないが、まずは、広くモデル事例を蓄積しながら、

意思決定支援を促進するべきではないか。 

④ 本人に判断能力がないことが成年後見制度を利用する前提である一方で、

身上配慮義務が求められながらも、本人意思の尊重のあり方は未整理であ

る。この点の議論が喫緊の課題であり、運用上の研究・検証を重ねた上で

初めて、現行の成年後見制度と権利条約の関係を論ずることができるので

はないか。 

 

【論点】家庭裁判所の負担が重いのではないか。 

① 家庭裁判所が本来業務に加えて成年後見人の監督業務を担っているのは、

過重な負担ではないか。諸外国では行政機関が監督業務を担うことが多

く、我が国においても中長期的な施策として、意思決定支援に知見がある

機関が法人後見人や成年後見人などの支援を担う方向性を目指すことが現

実的である。 

② 本人の意向に沿った意思決定支援に係るガイドラインのようなものを、生

活の場、人生設計の場、生命にかかわる場という３層構造で作れるのでは

ないか。また、意思決定支援のあり方について関係者間で軋轢が生じた際

に、調整・判断を担う機関があれば足りるのではないか。 

③ 市町村が実施する地域生活支援事業において、市民後見人の活用を含めた

法人後見の活動を支援することも模索されている。現場での意思決定支援

を厚くして、最後の段階で家庭裁判所が機能・役割を果たすという分担も

考えられる。 

 

（２） 医療的ケアを必要とする重度障害者等の地域移行の支援【WSⅡ】 

【論点】どのような場合でも地域で生活することが可能であるべきではない

か。 

① 地域によって水準に差異が生じないよう、人間らしく生きられるための 24

時間の医療的ケア保障、介護保障をしてほしい。 

② グループホーム等地域での居住支援は評価するが、喀痰吸引など医療的ケ

アを必要とする人に対応するには、今の報酬は低水準である。 

③ 進行性疾患の難病患者に対する、病態や生活状態の変化に対応した医療や

福祉、施策の総合的な相談窓口が身近なところに整備されるべきである。 
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【論点】医療的ケアを必要とする子供の育ちをどう支えるのか。 

① 医療的ケアを要する子供は常時介護が必要にもかかわらず、市町村によっ

ては福祉サービスの運用が硬直的なところもあり、保護者に過重な負担と

なっている。 

② 医療型障害児入所施設は、施設内で 24 時間 365 日を完結する制度であり、

保護者としては、子供のことを考えると、医療的ケアの負担がありながら

も入所という選択はしづらい。 

③ 療養介護の利用条件は障害支援区分５以上であり、進行性の難病の子供の

場合は、医療型障害児入所施設が利用できるが、療養介護は利用できない

可能性がある。 

④ ある調査によれば、７割以上の親が学校での付き添いをさせられており、付

き添いをしている親のほぼ全員が医療的ケアも行っている。喀痰吸引等の制

度が最大限有効活用され、保育・教育の場でも医療的ケアが提供されるよう

に、研修費の補助をしたり、医療的ケア実施体制の補助費を付けたりしてほ

しい。 
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２．保健・医療  
（１）精神障害者の地域移行の支援【WSⅡ】 

【論点】精神保健福祉法等の制度と運用を改善すべきではないか。 

① 医療保護入院についての規定である精神保健福祉法第 33 条の妥当性につい

ては、再検証をする必要がある。 

② 医療保護入院は、民間人が民間人に対して強制力を行使するという形態に

なっており、国際的に理解を得るのは難しい。 

③ 近年の医療保護入院の増加について、本人の意思が反映されない傾向が強

くなっているとの見方がある一方で、症状悪化時に緊急介入するという考

え方のもとでの在院日数の短期化と入院回数の増加という要因等も踏まえ

れば、本人意思の軽視、権利侵害の拡大と判断するのは早計との見方もあ

る。この点は検証を要する。 

④ 医療法の特例の中で精神科医師は 48 床に１人とされているが、精神科医療

の機能に応じた適切な人員配置が必要ではないか。 

⑤ 精神保健指定医制度においては、精神医療審査会に対する処遇改善請求等

があるとはいえ、入院中の患者の行動制限に関して一人の精神保健指定医

に権限が集中する構造となっている。 

⑥ 精神科病棟における患者の権利擁護のため、家族や医療従事者から独立し

た権利擁護者の関与が不可欠である。 

⑦ 精神医療審査会の審査結果について、「他の入院形態への移行が適当」又

は「入院継続不要」とされた件数は 26 万件のうち 9件、改善処遇請求 308

件に対して「入院又は処遇は不適当」とされたのは 5.8％である。これに

ついては、精神保健指定医の適正な判断を示しているとの見方もあるが、

やはり少なすぎる印象は否めず、精神医療審査会が審査機能を十分に果た

していないとも考えられる。この点は検証を要する。 

⑧ 医療法施行規則第 10 条第３号において、精神病患者は精神病室でない病室

に入院させない旨が規定されており、改善の兆しがみられるものの、他科

の医療従事者からの治療拒否が現在も存在している。 

⑨ 認知症に関しては、精神科医療での社会的入院の実態が容認されている

が、その状況を改める必要がある。 

⑩ 過去の精神科病院での対応は問題があったかもしれないが、現在はその反

省に立って状況が変わっている。「精神病床の利用状況調査結果報告」の

ような調査を継続的に実施し、最新の正確な統計に基づいて議論をする必

要がある。 
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（厚生労働省） 

医療保護入院は、精神保健指定医による診察の結果、精神障害者であり、か

つ、医療及び保護のため入院の必要がある者であって当該精神障害のために入

院の必要性について本人が適切な判断をすることができない状態にある場合に

適用されるものである。その実施に当たっては、精神保健指定医による診察や

入院措置についての本人への書面告知が義務付けられており、人権への配慮の

観点から入院の手続は厳格に定められている。また、入院の妥当性を判断する

ため、精神医療審査会において審査を行う仕組みも設けられている。 

医療保護入院の際、精神保健指定医の診察だけでなく家族等の同意を要件と

したのは、精神障害者本人の権利擁護が重要であることや、インフォームド・

コンセントがますます重要とされる中で、患者の身近に寄り添う家族等に十分

な説明が行われた上で家族等が同意する手続きが重要であることといった点を

総合的に考慮した結果である。なお、法改正後は、家族等のいずれでも退院請

求が行えることとなっている。 

地域生活を支えるサービスの確保については、「長期入院精神障害者の地域

移行に向けた具体的方策に係る検討会」のとりまとめで示された方向性を踏ま

え、地域の医療・福祉サービスの充実等に取り組んでいく。 

 

【論点】地域で生活する基盤の充実をどのように進めるのか。 

① 精神障害者が地域で生活する上で、家族に対する社会的なサポートが乏し

い。 

② 障害者権利条約は、地域で生活をする権利の保障という観点から、精神障

害者が入院をしないで済むような施策を求めている。精神科に入院してい

る人の地域移行を考えるのと同時に、精神障害者が地域で生活できるよう

な資源を開発することが重要である。 

③ 精神科医療そのものの地域移行が必要である。地域ケアへの支出や人員配

置を増加させるとともに、地域にいる精神障害者を訪問し福祉的サービス

や医療的サービスを提供する「モバイルチーム」が求められている。 

④ 報酬が低額で持ち出しが発生してしまうために、地域移行支援から撤退し

ていく事業者が増加している。そのため、利用人数の少なさの背景をもう

一度分析し、精神障害の特性に見合った予算を設定することを求めたい。 

⑤ 精神障害者の地域生活を支える専門職の養成を強く望みたい。 

⑥ 民間住宅の入居に関しては、精神障害者というだけでなかなか受け入れて

もらえない。 

⑦ 単に物理的な空間や設備が病室ではなく居住施設であるというだけでは、

地域移行が実現されているとは言えない。また、社会的な役割を失った精
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神科病棟は閉鎖すべきものであり、用途を変えて人を隔離・収容するため

に利用すべきではない。 

 

（厚生労働省） 

長期にわたって入院している精神障害者が退院するにあたっては、自宅や民

間アパート、グループホームといった、地域での生活に直接移行することが原

則であり、精神科病院敷地内におけるグループホームは、退院に向けた支援を

徹底しても、なお、直接、地域に出ることを不安に感じる方にとっての通過的

な居住の場として、あくまで試行的・例外的に設置を認めるものである。その

設置・運営については、第三者が関与しつつ利用者本人の自由意思に基づく選

択による利用であること、構造的に病院から一定の独立性を確保すること、利

用期間を原則２年以内とすることなどの条件を設定しているところである。 
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３．教育、文化芸術活動・スポーツ等 
（１）インクルーシブ教育システム【WSⅢ】 

【論点】インクルーシブ教育の進捗状況はどうか。 

① インクルーシブ教育の到達点は何か、その進捗状況を監視するための指標

は何か、それを前提としてどのように推進するのかという議論が必要であ

る。 

② 進捗状況を議論するに当たっては、幼稚園・小学校・中学校・高等学校と

特別支援学校を分けたデータや障害種別のデータがあると分かりやすい。

特別支援学校・学級に通っている生徒の、障害のない生徒との交流の実態

についても記述があるとよい。また、質的なデータとしては、個別の支援

計画・指導計画が重要であり、本人の振り返り評価も含めて分析してはど

うか。 

③ 個別の教育支援計画が絵に描いた餅にならないよう、作成の段階から活用

するまでの全プロセスを念頭におくことが求められる。 

④ 通所支援利用計画やサービス利用計画は、障害児相談支援と個別の教育支

援計画を密接に連携させながら計画を立てていくことが求められる。 

⑤ 特別支援連携協議会については、設置状況等の実態を把握し、機能がどこ

まで果たせているのか分析する必要がある。 

⑥ インクルーシブ教育の進捗状況の報告に当たっては、あらゆる障害のある

子供が一緒に教育を受けることをベースにした上で、それぞれのニーズに

どこまで対応できるのかという考えに立脚しなければならない。 

⑦ 進捗状況の報告の際は、障害の有無の視点も重要であるが、障害のある子

供が学校で学び、生活するときに、どのような困難があるのか、また、学

校がどのような支援をしているかに注目すべきである。 

⑧ 教育支援資料を全国に配布し、就学に関する理解を深めた点は効果的だっ

た。 

⑨ 合理的配慮については、誰でも取り組めるものとするために、好事例とと

もに失敗例もきちんと挙げて、分析することが必要である。 

⑩ 高等学校への進学時のような選抜の場において、手帳の有無や内申等の仕

組みにより障害のある子供が排除されることは、インクルーシブ教育の実

現からすると問題である。 

 

(文部科学省) 

 インクルーシブ教育システムとは、障害者権利条約や障害者基本法にある

とおり、障害のある者が、その能力等を最大限に発達させ、自由な社会に効
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果的に参加できることを可能とするとの教育理念の下で、障害のある者とな

い者とが可能な限り共に教育を受けられるよう配慮することを意味すると理

解している。 

 平成 24 年７月に公表された中教審初等中等教育分科会の報告においても、

自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指

導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備することが重要であり、通常の

学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった連続性のある

多様な学びの場を用意しておくことが重要であること等が提言されている。 

 

【論点】本人及び保護者の意思は尊重されているか。 

① 本人及び保護者の意思の尊重という観点から、初等中等教育における地域

の学校への就学について、適切なデータを示すことなどを通じて、着実に

前へ進んでいるということが言えるといい。 

② 特別支援教育支援員の配置について、発達障害の児童生徒については積極

的であるにも関わらず、知的障害の児童生徒に対して消極的なのは、必要

な支援を受けながら同じ場で共に学ぶことを追求するという点に反するの

ではないか。個別の支援を求めて特別支援学校に進学する子供が増えると

いう、インクルーシブ教育とは逆の流れになることが懸念される。予算配

分のバランス等も検討し、本人及び保護者が希望すればできるだけ地域の

学校で受け入れるという体制づくりが必要である。 

 

(文部科学省) 

 インクルーシブ教育システムとは、障害者権利条約や障害者基本法にある

とおり、障害のある者が、その能力等を最大限に発達させ、自由な社会に効

果的に参加できることを可能とするとの教育理念の下で、障害のある者とな

い者とが可能な限り共に教育を受けられるよう配慮することを意味すると理

解している。 

 平成 24 年７月に公表された中教審初等中等教育分科会の報告においても、

自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指

導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備することが重要であり、通常の

学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった連続性のある

多様な学びの場を用意しておくことが重要であること等が提言された。 

また、特別支援教育支援員は、各学校において、障害のある子供に対して

日常生活動作の介助や、学習活動上のサポートを行うため、各地方公共団体
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が支援の必要な子供の実態に応じて配置するものであり、知的障害のある子

供が支援の対象外というものではない。 

 

【論点】環境の整備は進んでいるのか。 

① 早期からの教育相談・支援体制の整備や特別支援学校の情報発信センター

的機能の強化、教員定数の改善、特別支援教育支援員の配置や増員につい

ては評価しているが、更に教員の定数改善が必要であるとともに、教室不

足の課題が残っている。 

② 特別支援教育支援員の配置は、教育委員会において地方交付税交付金を含

めた一般財源で手当てされているが、文部科学省の国庫補助金の中で手当

てされるべきである。 

③ 教科書のデジタルデータ等、教育的ニーズに応じた教材の提供、特に発達

障害児・者の読み上げ教材等の保障を推進してほしい。 

 

（文部科学省） 

 特別支援教育支援員の配置に必要な経費については、地域の実情に合わせて

国からの地方交付税として地方財政措置されており、各地方公共団体の配置実

績を踏まえて、年々拡充している。 

 

 

（２）文化・スポーツ 

① 障害者のスポーツ実施率は健常者に比べて低いという政策課題について、

明確に取り組もうとしている点を評価する。 

② 世界の一番を目指したい人もいれば、身近なところで週に１回程度運動を

したいという人もいるため、全て「障害者スポーツ」という形で一括りに

してしまうと、多様なニーズが見えにくくなる。 

③ 盲ろう者の文化的活動等について課題が残されている。 

④ バリアフリー映画の上映については、日本語字幕や音声ガイドなど、各省

庁が協力して取り組む必要がある。 
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４．雇用・就業、経済的自立の支援【WSⅢ】 
【論点】法定雇用率の達成に向けてどのように取り組むべきか。 

① 教育の現場を統括する機関である都道府県教育委員会が障害者を採用する

ことは、障害者の教育の面でも施策推進に役立つものであり、雇用率の達

成が求められる。 

② 障害者雇用ができていない企業に障害者理解の推進を図ってほしい。 

③ 障害者自身に対する就労支援だけでなく、企業に対する支援も必要であ

る。すでに、高齢・障害・求職者雇用支援機構により各種の助成がなされ

ている点は評価できるが、助成に関する情報提供とともに、更なる内容の

見直しを適宜行っていくことが求められる。 

④ 中小企業に対しては既に様々な支援がなされ、新たな助成金も創設されて

いるが、更に充実させていくことが課題である。また、中小企業等に対す

る障害者雇用相談啓発事業の実施状況のような数字を示すこと等を通じて

雇用政策を推進してほしい。 

⑤ 今後、発達障害や難病を含め多種多様な障害者が相談に来ることが考えら

れるが、引き続きハローワーク職員への研修を充実させ、また、就労後の

定着支援を推進してほしい。 

⑥ 中途障害者に対する支援は手薄になりがちである。一定の時間を中途障害

者に与えて復帰の努力をさせるなど、企業側も復帰についての理解を持っ

てほしい。また、中途障害の国家公務員に対する職場復帰に向けた取組を

踏まえ、企業もどのように取り組んでもらうかが課題である。 

⑦ 在職訓練や能力開発は、障害者の職域の拡大にも資するものであり、十分

にお願いしたい。 

⑧ 改正障害者雇用促進法の施行に向けて、障害当事者や企業に対し、改正の

趣旨や、2015 年 3 月に公表された「障害者差別禁止指針」及び「合理的配

慮指針」等に係る情報提供が重要であるとともに、これらガイドラインの

着実な実施が求められる。 

 

【論点】特例子会社はどうあるべきか。 

① 特に親会社と特例子会社の間で人事交流を図る、特例子会社で蓄積された

障害者雇用のノウハウを発信する、親会社でもそれらノウハウを生かすな

どの工夫をして、障害者雇用を推進してほしい。 
② 中途障害等の場合に、本人の同意が得られないにもかかわらず特例子会社

に出向させられるといった実態があるとすれば、インクルーシブの視点か

ら少し問題があるのではないか。  
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５．生活環境 
① 民間住宅の入居に関しては、精神障害者というだけでなかなか受け入れて

もらえない。（再掲） 

② バリアフリー法により整備は進んでいるが、対象になる施設や建築物等が

非常に少ない。 

③ バリアフリー法の対象外となる施設等についても、バリアフリー化の状況

を把握することが重要である。 

④ バリアフリー化の数値目標が低いのではないか。 

⑤ 福祉タクシーの数値が伸びていると報告されているがその実感がないの

は、福祉タクシーとして数えられている車両の基準が障害者の想定する基

準と違うからではないか。ユニバーサルデザインの基準について再検討す

る必要がある。 

⑥ 特にソフト面のバリアフリー化に関して、新しい技術が導入されたとき

に、障害者が利用することを想定しないまま新しいシステムに変わり、問

題が発生しがちである。 
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６．情報アクセシビリティ【WSⅣ】 
【論点】情報提供を充実すべきではないか。 

① 放送媒体における、手話放送、音声解説の普及が進んでいない。 

② 政見放送には字幕や手話がついていないものがある。また、国会中継には

字幕も手話もついていない。 

③ 駅以外のバス、電車の中、競技場、その他の施設におけるディスプレーの

表示が不十分で生かされていないため、今後の方針の検討が必要である。 

④ 放送媒体におけるアクセシビリティは向上しているが、緊急時の対応にお

いては大きな改善に結びついていない。 

⑤ 緊急時の情報は、正確さが重要であるが、少々不十分でもタイミングの方

が急がれることがある。 

⑥ インターネット動画等、様々な動画素材の字幕付与について、規格が存在

しない状態になっている。 

⑦ 情報関連の規格を決める場には、当事者あるいはその意見を反映できる人

を入れることが必要である。また、省庁横断的な規格について検討できる

場が必要である。 

 

（総務省） 

放送における手話、音声解説の普及に向けて、目標の策定・実績の公表、制

作費の助成等の取組を行っているところ。 

衆議院比例代表選挙及び都道府県知事選挙の政見放送においては手話通訳の

付与、参議院比例代表選挙においては手話通訳及び字幕の付与が可能であり、

また、衆議院小選挙区選挙においては、候補者届出政党が作成したビデオに手

話通訳や字幕を付与することができる状況にある。未だ実施されていない選挙

もあるが、手話通訳の付与については、手話通訳士が地域的に偏在しているこ

となどから、その確保が課題となっており、字幕の付与については、ごく限ら

れた期間の中で収録を行わなければならないという時間的制約の中で、実施体

制をどのように確保するか等の課題がある。 

国会中継の字幕、手話については、国会審議という内容の重要性ゆえの課題

もある。生放送で、かつ、正確性、公平性が求められ、現時点では対応が難し

いと聞いているが、引き続き、技術開発の推進等による取組を要請していきた

い。 
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【論点】意思疎通支援を充実すべきではないか。 

① 重度重複障害者や重篤な難病患者など個別性の高いコミュニケーション方

法を用いる人たちも常に視野に入れて検討してほしい。 

② 身体障害者手帳を持たない難聴者の情報アクセシビリティの施策にも対応

してほしい。 

③ サービスを利用できる人の範囲や利用目的が限定されているなど、複数の

都道府県、市区町村から人が参加するような場における意思疎通支援につ

いて十分に検討していない地方公共団体も一部ある。 

④ 盲ろう者向け通訳・介助員を派遣する事業の地域差をなくしてほしい。ま

た、就労の場から教育の場、日常生活など、幅広い分野において支援が必

要とされるため、各省庁の横断的な対応が求められる。 

⑤ 障害者が情報通信技術を活用できるよう、利用支援に係る施策の充実を図

るとともに、それを支援する人材の育成が重要である。 

 

【論点】教材のアクセシビリティをどう改善するのか。 

① 情報保障ニーズを正しくアセスメントし、教科書と副教材、試験問題、解

答用紙や教師の口頭指示などのアクセシビリティを保障するとともに、こ

れらの情報保障の流れを通常のカリキュラムで原則にすることが必要であ

る。 

② 標準拡大教科書と比べ、それ以外の拡大教科書、マルチメディア教科書に

対する文部科学省の取組には温度差がある。後者について、ボランティア

を側面から支援するというだけでは不十分である。 

③ 教育現場で様々な教材へのアクセスが可能となるよう、学校等がデジタル

テキスト化や点訳等の作業をするために必要となる書籍の元データを出版

社から入手できるようにする制度的枠組が必要である。 

 

（文部科学省） 

音声教材については、平成 26 年度から製作費やインターネット配信するた

めのシステム運営費などを文部科学省が支援しているところであり、現在、

希望する児童生徒が製作するボランティア団体に申請すれば、無償で提供を

受けることが可能となっている。 

なお、これらの音声教材について今後、より一層の普及推進を図るため、

平成 26 年度より、全国５ブロック（仙台、東京、名古屋、大阪、福岡）で、

学校、教育委員会関係者を対象とした、音声教材の普及推進会議を文部科学

省が開催・運営し、その活用方法等について周知徹底に努めている。 
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【論点】行政情報のバリアフリー化は進んでいるのか。 

① ウェブ・アクセシビリティ支援ツールを提供することは、個々の行政情報

をアクセシブルにすることを保障するものではない。行政情報のバリアフ

リー化の施策として求められているのは、行政情報そのものをアクセシブ

ルにすることである。 
② 中央省庁や各地方公共団体がどのようなウェブ・アクセシビリティ方針を

立て、どのような試験を行い、何を目指しているのかもとりまとめてほし

い。 
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７．安全・安心 
① 避難所については、障害のある女性の視点からも考えていく必要がある。 

② 災害時における精神障害者の避難の支援方法をしっかりと考えてほしい。 

③ 避難が長期化することによる影響をどの程度把握し、どういう対応をとる

のかというスキームが、東日本大震災で作られなかったのではないか。特

に発達障害者や知的障害者、脆弱性を持っている子供の方がＰＴＳＤ（心

的外傷後ストレス障害）を持ちやすいことは把握されており、様々な支援

が必要な人たちのことをしっかり捉えていくことが重要である。 

④ 復興計画の立案や実施において、どの程度障害者が参加しているのかにつ

いて実態の把握を検討する必要がある。 

⑤ 希少疾患、その他の難病患者の薬は、どこの地域でも簡単に入手できるわ

けではなく、様々な工夫をして備蓄してきた。しかし、最近、薬の飲み残

しをしないようにとの厚生労働省による指導を受け、災害に備えた薬の備

蓄方法について懸念している。 

⑥ 消費者被害については、認知症と知的障害を区別して集計してほしい。また、

男女別で集計してほしい。 
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８．差別の解消及び権利擁護の推進 
① 権利侵害の防止や被害救済を図るための体制整備について、現実に虐待が

あったときの救済手順や、被害救済のための機能を担う主体を明確にする

必要がある。 

② 病院や学校、保育所について、障害者虐待防止法の通報義務から外れてい

るのは、極めて問題と考える。 

③ 障害者虐待防止法については、障害者が被害者になるという視点だけでな

く、家族も被害者になりうるという視点を持ってほしい。 

④ 法務省で所管している人権救済にかかわる案件、障害者虐待防止法に基づ

く虐待の案件と、来年度から施行される障害者差別解消法の差別にかかわ

る案件については、重なるところがある。それらを横断的につなげていく

ような仕組みはないのか。 

⑤ 合理的配慮の提供について、過重な負担という要素も含めて、事例を集積

していかないと、適切に対応できないと考える。 
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９．行政サービス等における配慮 
（１）司法手続等における配慮等 

① 取調べにおいて、知的障害者や発達障害者にも、立会人や通訳があっても

いいのではないか。 

② 取調べにおける録音・録画については、全過程の録音・録画でないと、か

えって大事な部分だけ落ちてしまい、取調べを受けた本人の主張が全く逆

の意味に捉えられてしまうことがありうることを懸念する。 

③ 服役を終えた障害者は家に帰りたくても、地域での生活が難しいのではな

いかと判断されてしまい、また、施設側にも加算がつくことから、安易に

施設入所が行われていると聞く。地域生活定着促進事業が本当に本人の利

益になっているのかどうかは、もう一度検証しなければならない。 

④ 矯正施設に入所している人について、障害特性に対応するようなプログラ

ムを実施して再犯を予防することが重要である。 

 

（２）国家資格に関する配慮等 

① 各種国家資格の試験の実施等において求められる合理的配慮について、障

害や必要な配慮を申告した受験者の人数と障害別内訳、実際に試験で行わ

れた合理的配慮の内容や件数、免許交付数などの数を見えるように集計し

ていくことが、課題を明らかにすることになる。また、いわゆる欠格条項

について、必要に応じた見直しを進めてほしい。 

② 公務員試験で、例えば、活字印刷物による出題に対応できる者、自力通勤

できる者という規定があるために受験できないという問題が昨年あった。

現在も半数の地方公共団体でこういう要件を設けており、これらをなくす

ためにも公務員試験の共通的な指針を策定すべきである。 

 

（総務省） 

地方公共団体の採用試験の実施に当たり、どのような受験資格を設けるか

については、募集の主体である各地方公共団体において、募集しようとする

具体的な職務内容等を踏まえて定めるべきものである。 

一方、平成 28 年 4 月に施行される改正障害者雇用促進法第 36 条の２に規

定される合理的配慮については、地方公共団体に対しても適用があるため、

各地方公共団体に対して、改正法の趣旨、合理的配慮に関する指針の趣旨を
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踏まえた適切な対応を要請しており、今後とも、必要な情報提供等を行う考

えである。 
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Ⅳ 推進体制                      

① 広報啓発活動について、障害者団体等がパンフレットを作成し、イベントを

実施しても、障害者や周辺にいる支援者の間にとどまりやすい。今後、社会

一般に向けてどのように広げていくのかが課題である。 
② 障害者施策を検討するに当たっては、男女比、障害種別等のバランスにも配

慮して意見を聴くことが重要である。 
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障害者に関する統計 

 

① 障害者に関する統計の課題として、障害について日本の人口全体を対象とし

て尋ねた調査がないことが挙げられる。例えば、国勢調査に障害の有無に関

する設問を入れることなどが検討されるべきである。 

② 政策の監視・評価に使える水準の統計が、国のみならず地方公共団体でも不

足している。そのような統計がなければ、それを整備する必要がある。 

③ 男女別統計をきめ細かくとることを徹底すべきである。障害者権利条約の締

約国は、条約第６条の複合差別の解消に取り組むことが義務とされており、

複合差別の実態がわからない状況を解消するためにもメリットがあると思

われる。 

④ 障害者施策の実施に当たっては、就労収入や就労率、就労支援制度の利用等

について、男女の差があるかどうか、まず現状を把握することが必要である。 

⑤ 例えば、就業面においては、障害者雇用状況報告の延長線上に男女別調査を

位置づけるのは限界があるため、障害者雇用実態調査について性別ごとのク

ロス集計を進めるなど、工夫をして活用することなどが検討されるべきであ

る。 
 
（厚生労働省） 

障害者雇用状況報告は、従業員 50 人以上の企業に対し、雇用義務を満たして

いるか否かの報告を義務付け、報告をしない場合や虚偽の報告をした場合は罰

則を適用するものであり、いわゆる調査ではないため、男女別の報告を求めてい

ない。一方、障害者雇用実態調査は、従業員５人以上の事業所に対して実施する

サンプル調査であり、男女別の勤務時間、賃金などを含めた障害者の雇用実態を

網羅的に把握している。男女別の雇用実態を把握するという観点からは、障害者

雇用実態調査の項目を工夫する方が適切ではないか。 

  

（別添１） 
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障害のある女性 

 
① 男女雇用機会均等法の改正は、好影響があった。一方で、未だに、車いすで

利用できるトイレが男性用トイレの中にしかないなどの課題も残されてい

る。 
② 日本は他の先進諸国と比較して、女性の社会参画が低い水準にあり、世論調

査からも固定的な性別役割分担意識が依然として残っているという課題が

ある。 
③ 国や地方公共団体の政策を決定する様々な審議会や有識者会議の委員構成

については、ポジティブ・アクションの取組が推進されている。障害者政策

委員会においても、こうした視点・取組が必要である。 
④ 医療機関に関する必要な情報が手に入りにくいなどの課題が残されている。

また、障害の有無にかかわらず、安心して産み、育てることができる支援や

環境整備が必要である。 
⑤ 性的被害や配偶者からの暴力などの女性の相談窓口に、障害のある女性も連

絡、相談できる体制が必要である。 
⑥ 障害者虐待防止法について、障害のある女性という視点からも検討する必要

がある。 
⑦ 障害者権利条約第６条「障害のある女子」に対応するため、障害女性の視点

からの記述及び統計を充実させるとともに、例えば、福祉施設での同性介助

を標準化するなど、女性に重点を置いた政策立案を推進する必要がある。 
 

（別添２） 
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ワーキング・セッションのコーディネーター・参考人一覧 

 

 

【ワーキング・セッションⅠ：成年後見制度も含めた意思決定支援など】 

○コーディネーター：田中委員、玉木委員、野澤委員 

○参考人：佐藤 彰一（国学院大学）、都築 美幸（愛知太陽の家）、 

細川 瑞子（富山育成会） 

 

【ワーキング・セッションⅡ：精神障害者・医療ケアを必要とする重度障害者等の地域移行の支援

など】 

○コーディネーター：上野委員、大濱委員、川﨑委員、平川委員 

○参考人：池原 毅和（東京アドヴォカシー法律事務所）、 

折田 みどり（人工呼吸器をつけた子の親の会＜バクバクの会＞）、 

竹田 保（ホップ障害者地域生活支援センター）、 

山本 深雪（大阪精神医療人権センター） 

 

【ワーキング・セッションⅢ：インクルーシブ教育システム、雇用など】 

○コーディネーター：佐藤委員、柘植委員、辻井委員 

○参考人：大南 英明（全国特別支援教育推進連盟）、田中 伸明（名城法律事務所）、 

永野 仁美（上智大学）、村上 由美（ボイスマネージ） 

 

【ワーキング・セッションⅣ：情報アクセシビリティ】 

○コーディネーター：石野委員、門川委員、竹下委員 

○参考人：近藤 武夫（東京大学）、新谷 友良（全日本難聴者・中途失聴者団体連合会）、 

     寺島 彰（浦和大学） 

 

※ 五十音順、敬称略、所属は事務局把握によるもの 

  

参考１ 
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障害者政策委員会の講演者・参考人一覧 

 

 

 

【第 21 回障害者政策委員会】 

○ロン・マッカラム（シドニー大学名誉教授、前国連障害者権利委員会委員長） 

 

【第 23 回障害者政策委員会】 

○勝又 幸子（国立社会保障・人口問題研究所） 

 

【第 25 回障害者政策委員会】 

○西田 淳志（東京都医学総合研究所） 

 

 

※ 敬称略、所属は事務局把握によるもの 

参考２ 
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第３次障害者基本計画の実施状況の監視に係る 

障害者政策委員会及びワーキング・セッションの開催実績 
 

 

 

 

 

 

 

５月 29 日（金）13:30～17:30〔４時間〕 

第 21 回政策委員会 

ロン・マッカラム氏（前国連障害者権利委員

会委員長）講演 

 

「１．生活支援」 

「２．保健・医療」 

「３．教育、文化芸術活動・スポーツ等」 

「５．生活環境」 

（※ いずれも、ワーキング・セッションで

扱うテーマを除く） 

 

 

 

 

６月 29 日（月）13:30～17:30〔４時間〕 

第 22 回政策委員会 

「７．安心・安全」 

「８．差別の解消及び権利擁護の推進※ 

(※ワーキング・セッションで扱うテーマを除く)  

「９．行政サービス等における配慮」 

「10. 国際協力」 

「IV  推進体制」 

 

５月 19 日（火） 

10:30～12:30 ワーキング・セッションⅣ① 

〔２時間〕  【情報アクセシビリティ】 

13:30～15:30 ワーキング・セッションⅡ① 

〔２時間〕  【精神障害者・医療ケアを必要とする重

度障害者等の地域移行の支援など】 

 

５月 22 日（金） 

10:30～12:30 ワーキング・セッションⅠ① 

〔２時間〕 【成年後見制度も含めた意思決定支援など】 

14:00～16:00 ワーキング・セッションⅢ① 

〔２時間〕 【インクルーシブ教育システム、雇用など】 

 

 

６月１日（月） 

10:30～12:30 ワーキング・セッションⅣ② 

〔２時間〕  【情報アクセシビリティ】 

13:30～15:30 ワーキング・セッションⅡ② 

〔２時間〕  【精神障害者・医療ケアを必要とする 

重度障害者等の地域移行の支援など】 

 

６月５日（金） 

13:30～15:30 ワーキング・セッションⅢ② 

〔２時間〕 【インクルーシブ教育システム、雇用など】 

 

６月 12 日（金） 

10:30～12:30 ワーキング・セッションⅠ② 

〔２時間〕 【成年後見制度も含めた意思決定支援など】 

 

 

参考３ 
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７月 10 日（金）13:15～16:15〔３時間〕 

第 23 回政策委員会 

・各ワーキング・セッションから議論概要の報告 

・意見交換 

 

８月 10 日（月）13:15～16:15〔３時間〕 

第 24 回政策委員会 

・全分野にわたる再度の議論 

 

８月 31 日（月）13:15～16:15〔３時間〕 

第 25 回政策委員会 

・第 24 回で出された意見に係る修正箇所の確認 

 


